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(1）連結経営指標等 

（注）１ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員数であり、（ ）内は人材会社からの派遣社員の連結会計年度の平均人員を外数で記載

しております。 

４ 第92期まで連結の範囲に含めておりました㈱ＯＤＫソリューションズにつきましては、平成19年３月の同社

の公募増資及び当社の保有株式の一部売却に伴い、当社の持分比率が低下したことにより、第93期末をみな

し売却日として連結の範囲から除いたため、第93期は損益計算書のみ連結しており、上記従業員数には同社

の従業員は含まれておりません。 

５ 純資産額の算定にあたり、第93期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

６ 第95期の純資産額、総資産額、１株当たり純資産額、自己資本比率、自己資本利益率及び従業員数について

は、連結貸借対照表を作成していないため、株価収益率については、当期純損失を計上しているため、記載

しておりません。 

７ 第96期に係る連結経営指標等については、連結財務諸表を作成していないため、記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第92期 第93期 第94期 第95期 第96期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 

営業収益 （百万円）  8,315  9,358  7,460  7,038  －

経常利益 （百万円）  2,601  1,453  945  125  －

当期純利益 

又は当期純損失（△） 
（百万円）  181  1,009  648  △15,159  －

純資産額 （百万円）  33,743  33,947  32,902  －  －

総資産額 （百万円）  824,091  633,690  719,011  －  －

１株当たり純資産額 （円）  910.08  916.99  921.57  －  －

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失（△） 
（円）  2.82  27.92  17.66  △425.34  －

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円）  －  －  －  －  －

自己資本比率 （％）  4.1  5.4  4.6  －  －

自己資本利益率 （％）  0.5  3.0  1.9  －  －

株価収益率 （倍）  291.7  18.5  15.3  －  －

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  2,209  △9,077  1,892  68,332  －

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  597  △1,183  △465  47,197  －

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  △274  555  △702  2,825  －

現金及び現金同等物の 

期末残高 
（百万円）  13,729  2,212  2,937  121,293  －

従業員数 （名） 
 

( )

171

92

 

( )

67

16

 

( )

70

16

 

( )

－

－

 

( )

－

－
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(2）提出会社の経営指標等 

（注）１ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 第92期の１株当たり配当額には特別配当８円、第93期の１株当たり配当額には特別配当２円を含んでおりま

す。 

４ 従業員数は就業人員数であり、（ ）内は人材会社からの派遣社員の事業年度の平均人員を外数で記載して

おります。 

５ 純資産額の算定にあたり、第93期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

６ 第92期から第94期までの持分法を適用した場合の投資利益については、連結財務諸表を作成しているため、

記載しておりません。 

７ 第92期から第95期までの営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活

動によるキャッシュ・フロー並びに現金及び現金同等物の期末残高については、連結キャッシュ・フロー計

算書を作成しているため、記載しておりません。 

８ 第95期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

回次 第92期 第93期 第94期 第95期 第96期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 

営業収益 （百万円）  4,831  5,467  7,266  6,851  5,127

経常利益 （百万円）  1,690  719  661  107  606

当期純利益 

又は当期純損失（△） 
（百万円）  1,796  638  412  △13,735  564

持分法を適用した場合 
の投資利益 

（百万円）  －  －  －  69  112

資本金 （百万円）  3,500  3,500  3,500  5,000  5,000

発行済株式総数 （千株） 

普通株式 

 38,500

普通株式 

 38,500

普通株式 

 37,000

普通株式 

 37,000

普通株式 

 37,000
第一種優先株式 

 15,000

第一種優先株式 

 15,000

純資産額 （百万円）  27,319  27,170  25,965  15,154  15,382

総資産額 （百万円）  815,479  626,778  711,948  368,599  293,666

１株当たり純資産額 （円）  716.54  714.46  707.23  332.45  332.94

１株当たり配当額 

（内１株当たり 

 中間配当額） 

（円） 

普通株式 

 
( )

14.00
－

普通株式 

 

( )

8.00

3.00

普通株式 

 

( )

6.00

3.00

普通株式 

 

( )

3.00

0.00

普通株式 

 

( )

3.00

0.00
第一種優先株式 

 
( )

0.03
－

第一種優先株式 

 

( )

14.00

0.00

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失（△） 
（円）  45.42  16.80  10.95  △375.07  9.71

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円）  －  －  －  －  －

自己資本比率 （％）  3.4  4.3  3.6  4.1  5.2

自己資本利益率 （％）  6.9  2.3  1.6  △66.8  3.7

株価収益率 （倍）  18.1  30.8  24.8  －  19.9

配当性向 （％）  30.8  47.6  54.8  －  30.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  －  －  －  －  △120,746

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円）  －  －  －  －  △293

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  －  －  －  －  △143

現金及び現金同等物の 

期末残高 
（百万円）  －  －  －  －  109

従業員数 （名） 
 

( )

65

13

 

( )

65

15

 

( )

68

15

 

( )

69

16

 

( )

64

12
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２【沿革】

昭和８年９月 大株代行株式会社設立。株式会社大阪株式取引所における短期清算取引の受渡証券の代引代渡を

営む。 

18年10月 短期清算取引の廃止に伴い、商号を大阪代行証券株式会社と改め、日本証券取引所大阪市場の第

一種取引員となる。 

24年５月 主要業務として有価証券担保金融を開始。 

25年１月 商号を大阪証券金融株式会社に改める。 

25年２月 一般投資家に対し、普通取引に伴う買付代金の金融と売付株券の貸株を行ういわゆるローン取引

を開始。 

資本金を１億円に増額し新発足。 

25年12月 株式を大阪証券取引所に上場。（昭和36年10月市場第一部指定） 

26年６月 ローン取引を発展的に解消して、大阪証券取引所に直結した信用取引に基づく融資、貸株業務

（貸借取引）を開始。 

30年11月 京都証券金融株式会社、神戸証券金融株式会社及び広島証券融資株式会社の営業の全部を譲受

け、同年12月に京都支店、神戸支店及び広島支店を設置 

31年４月 証券取引法に基づく証券金融会社の免許を受ける。 

34年７月 株式会社大証金ビルディングを設立。 

35年３月 公社債担保の貸付業務を開始。 

38年４月 大阪電子計算株式会社（現・株式会社ＯＤＫソリューションズ）を設立。 

50年11月 公社債担保貸付を拡充し、公社債流通金融を開始。 

53年４月 国債元利金支払取扱店業務を開始。 

61年２月 証券会社の保護預り証券を担保とする顧客向けの極度貸付を開始。 

平成元年10月 証券会社及び銀行等金融機関を対象に債券貸借仲介業務を開始。 

７年10月 貸借銘柄以外の信用銘柄に対する貸借取引融資を開始。 

８年４月 現金担保付債券貸借仲介業務を開始。 

10年12月 証券会社の顧客資産分別保管実施に伴い、貸借取引の証券会社自己分と顧客分の区分管理を開

始。 

12年３月 株式を東京証券取引所市場第一部に上場。 

12年４月 東京都中央区に東京支店を設置。 

13年１月 インターネットを利用した取引先との電子取引システム「ＯＳＦカスタネット」を導入。 

15年１月 株式会社日本証券クリアリング機構の清算参加者資格を取得。 

15年４月 神戸支店を本店に統合。 

15年７月 インターネットを利用した顧客向けローン取引を開始。 

16年４月 証券会社の一般信用買取引を資金面でバックアップする「信用サポートローン」を開始。 

17年４月 京都支店を本店に統合。 

17年４月 東京支店を東京支社に名称変更。 

18年12月 広島支店を本店に統合。 

19年３月 株式会社ＯＤＫソリューションズを公募増資及び当社保有株式の一部売却に伴い連結範囲から除

外し持分法適用関連会社に変更。 

21年３月 株式会社大証金ビルディング（連結子会社）を吸収合併。 

21年３月 株式会社だいこう証券ビジネスを当社保有株式の一部売却に伴い持分法適用関連会社から除外。 
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 当社の企業集団等は、当社及び関連会社１社で構成され、証券金融業、情報処理サービス業を展開しており、事業

内容及び当社と関連会社の当該事業等に係る位置付けは次のとおりであります。なお、(2）は関連会社において実施

している業務であります。 

(1）証券金融業 

大阪証券金融㈱（当社） 

主な事業内容 

 貸借取引業務、有価証券担保を徴し金融商品取引業者及び一般投資家に資金を貸付ける業務、有価証券貸付業

務等。 

  

(2）情報処理サービス業 

㈱ＯＤＫソリューションズ（関連会社） 

主な事業内容 

 情報処理サービス業務、ソフトウエア開発業務、ＯＡ機器販売業務等 

上記事業と当社との関係 

 当社は、当社業務を総合的に処理するコンピューターシステムの運用を委託しているほか、業務上必要とする

システムの開発を委託しております。 

  

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 
（注） 図に記載してある※印は関連会社。 

  

３【事業の内容】
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（注） 有価証券報告書を提出しております。  

  

(1）提出会社の状況 

（注）１ 従業員数は、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、基準内賃金に賞与を含めたものであります。 

３ 人材会社からの派遣社員は（ ）内に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2）労働組合の状況 

 当社には、昭和48年６月に結成された労働組合があり、全国証券労働組合協議会に加盟しております。平成22年

３月31日現在の組合員数は40名であります。なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はあり

ません。 

  

４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金
（百万円）

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

（関連会社）       

㈱ＯＤＫソリューションズ（注） 大阪市中央区 637

情報処理サービス

業務 
ソフトウエア開発

業務 

31.6

当社業務を総合的に処理するコンピュータ

ーシステムの運用を委託しているほか、業

務上必要とするシステムの開発を委託して

いる。 

役員の兼任あり。 

５【従業員の状況】

平成22年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

( ) 64 12  39.6  14.8  6,905
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(1）業績 

 当事業年度のわが国経済は、一昨年秋のリーマンショックに端を発した世界的な金融危機の影響による大幅な悪

化から持直しに向かいました。すなわち、中国をはじめとする海外需要の増加を背景に輸出や生産が回復傾向を辿

ったほか、年度後半には、雇用情勢には依然として厳しさが残るものの、設備投資の下げ止まりや企業収益の改善

などを背景に、景気は自律回復に向けた動きを見せ始めました。 

 株式市況についてみますと、期初８千３百円台でスタートした日経平均株価は、ＮＹダウの上昇や国内景気の持

ち直しを背景に６月中旬には１万円台を回復、８月下旬には年初来高値を更新しました。その後、円高進行などか

ら一時水準を切り下げる場面があったものの、年度末にかけては円高一服や世界経済の回復期待の高まりなどから

概ね堅調に推移し、３月下旬には１年半ぶりに１万１千円台を回復しました。 

 この間、大阪市場における信用取引買残高は、株式市場の動向を映して６月には８ヶ月ぶりに１千億円台を回復

したものの、年度半ばにかけてはほぼ横ばいに推移、その後弱含みの展開となり、期末には700億円台まで水準を

切り下げました。 

 このような情勢下、当社の資金運用平均残高は、取引採算の見直しやリスク管理の強化など経営改善に向けた諸

施策を講じたことから、前期比1,830億円減の2,206億円となり、これによる収入も前期比26.4％減収の4,120百万

円となりました。 

 この結果、当期の営業収益は、5,127百万円と前期比1,723百万円の減収となりましたが、営業費用や一般管理費

が調達利回りの低下や経営改善努力等により大幅に減少したため、経常利益は、606百万円と前期比498百万円の増

益となりました。さらに当期純損益では、前期特別損失に計上したリーマン・ブラザーズ証券株式会社との取引清

算に伴う投資有価証券売却損や証券担保ローンにおける貸倒引当金繰入額の増加といった要因が剥落したことを主

因に、564百万円の当期純利益（前期は13,735百万円の当期純損失）となりました。 

  

 営業収益の主な内訳は、次のとおりであります。 

  

１ 資金運用 

① 貸借取引貸付 

 貸借取引貸付においては、信用取引買残高が年度後半にかけて弱含みに推移したことから、貸借取引貸付

金（貸借取引借入有価証券代り金89億円を含む) の期中平均残高は前期比41億円減の354億円となり、これ

による収入も前期比21.4％減収の353百万円となりました。 

② 金融商品取引業者向け貸付 

 金融商品取引業者向け貸付においては、一般信用取引をバックアップする「信用サポートローン」につい

て、新興市場が緩やかながら回復基調を辿ったものの、需資は盛り上がりに欠け、期中平均残高は前期比９

億円減の168億円となり、これによる収入も前期比11.6％減収の188百万円となりました。 

③ 一般投資家向け貸付（証券担保ローン） 

 一般投資家向け貸付においては、非対面型で業界初のネット取引「コムストックローン」について、その

高い利便性をアピールするなど積極的な営業展開を図ったほか、訪問型では東京支社を拠点として「ビジネ

スローン」の首都圏での営業活動を強力に推し進めてまいりましたが、リスク管理強化の観点から商品性を

見直したことなどから、期中平均残高は前期比109億円減の393億円となり、これによる収入も前期比20.5％

減収の1,381百万円となりました。 

④ 現金担保付有価証券貸借取引（株券・債券レポ取引） 

 レポ取引につきましては、取引採算重視の観点から運用方針を見直したことなどから、期中平均残高は前

期比1,312億円減の690億円となり、これによる収入も前期比65.9％減収の830百万円となりました。 

⑤ 預金・有価証券運用 

 預金・有価証券運用においては、国債を中心に運用を圧縮したことから、期中平均残高は前期比357億円

減の599億円となりましたが、償還益や売却益の計上などもあり、これによる収入は前期比80.2％増収の

1,367百万円となりました。 

  

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】
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２ 有価証券貸付 

① 貸借取引 

 貸借取引貸付有価証券の期中平均残高は、前期比12億円減の160億円となり、これによる収入は、前期比

11.8％減収の837百万円となりました。 

② 一般貸株 

 一般貸株においては、期中を通じて借入需要が低水準に推移したことから、取扱額は前期比1,221億円減

の421億円となり、これによる収入も前期比70.2％減収の32百万円となりました。 

③ 債券貸借取引 

 債券貸借取引においては、大口取引の減少や新規取引の不振から、成約額は前期比2,727億円減の3,122億

円となり、これによる収入も前期比52.3％減収の９百万円となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、109百万円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。なお、前事業年度に

おいては、連結財務諸表作成会社であり、連結キャッシュ・フロー計算書を作成していたため、前事業年度との比

較・分析は行っておりません。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、120,746百万円の支出超となりました。収入の主な内訳は、長期借入金の増加額9,400百

万円、利息及び配当金の受取額4,274百万円及び税引前当期純利益589百万円であり、支出の主な内訳は、短期借入

金の純減少額79,570百万円、借入有価証券代り金の増加額27,079百万円及び利息の支払額807百万円であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は、293百万円の支出超となりました。これは、主に投資有価証券の取得による支出及び無

形固定資産の取得による支出によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は、143百万円の支出超となりました。これは、主に配当金の支払額によるものでありま

す。 
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 「生産、受注及び販売の状況」は、前連結会計年度において、連結子会社であった株式会社大証金ビルディングを

吸収合併したことに伴い、当事業年度から証券金融業単一セグメントになったことに加えて、証券金融業の業務の特

殊性のため、該当する情報がありませんので記載しておりません。  

  

 わが国経済は、雇用情勢など一部に厳しさが残るものの、企業収益が引続き改善しつつある中、着実に持ち直し傾

向が持続するものと見込まれます。 

 こうした中で当社におきましては、本年10月にわが国 大の新興市場として誕生する新ＪＡＳＤＡＱ市場の指定証

券金融会社に選定されたことに伴い、貸借銘柄の拡大を図り、同市場の振興に努めるとともに、東京支社の機能強化

その他の経営基盤強化策を着実に推進し、企業価値の向上に邁進してまいります。あらゆる金融・証券市場の環境変

化やお客様ニーズを的確に捉え、質の高いサービスを提供し、顧客基盤の拡充強化を図ってまいります。また、採算

性重視の観点から、合理化の徹底を図るほか、経営資源の選択と集中を迅速かつ強力に推進してまいります。さらに

適切なリスク管理を通じて健全な財務と安定した経営基盤の確立に努めてまいります。 

 今後の取組みといたしましては、新ＪＡＳＤＡＱ市場における貸借取引業務の担い手として、新市場の振興と市場

運営の円滑化に資するため、東京支社の機能強化を図るなど貸借取引運営体制の整備を図り、貸借銘柄の一層の拡大

や借株先のさらなる拡充、強化に注力してまいります。証券担保ローンのうち「ビジネスローン」については、証券

会社等との連携戦略の推進により、富裕層顧客の開拓など顧客基盤の裾野拡大を目指してまいります。業界初のネッ

ト取引である「コムストックローン」については、さらなる利便性向上に努め、利用顧客層の裾野拡大を図ってまい

ります。また株券レポ取引については与信管理を強化し、取引額等の適正化を図りつつ安定的収益の確保に努めてま

いります。 

 当社といたしましては、今後ともお客様ニーズを重視した事業展開によって収益性の向上に努めるとともに、併せ

て健全性確保の観点からリスク管理及びコンプライアンス体制の徹底を通じて財務内容の健全性の維持、向上を図

り、安定的な企業経営に努めてまいります。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】

３【対処すべき課題】
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 当社の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響をおよぼす可能性があると当社が現状で認

識している主な事項を記載しております。 

  

(1）信用取引残高の変動に伴うリスク 

 当社の貸借取引及び一般信用取引向け貸付残高は、信用取引残高と密接な関係にあり、信用取引残高が大幅に減

少する場合には、業績に影響をおよぼす可能性があります。 

  

(2）株価下落に伴うリスク 

 当社の貸付業務においては、その担保として流動性の高い株券等を貸出先から受入れておりますが、担保株券等

の価値が急落した場合には、貸出債権を回収できなくなるおそれがあり、業績に影響をおよぼす可能性がありま

す。 

  

(3）資金調達に関するリスク 

 当社は、貸付等に必要な資金をコールマネーやコマーシャル・ペーパー、銀行借入等により調達しており、金融

市場の混乱や当社格付けの引下げ等によって、資金調達コストが上昇し、業績に影響をおよぼす可能性がありま

す。 

  

(4）システムリスク 

 当社は、バックアップシステムの構築等によりオンラインシステムの安定稼働に努めておりますが、想定を超え

る大災害等不測の要因により業務継続が困難となるようなシステム障害が発生した場合には、業績に影響をおよぼ

す可能性があります。 

  

(5）情報漏洩リスク 

 当社の取引先情報等が人為的ミスや不正行為等によって外部に漏洩した場合には、取引先との信頼関係の悪化や

損害賠償等を通じて業績に影響をおよぼす可能性があります。 

  

(6）法令遵守に関するリスク 

 当社及び当社の役職員がコンプライアンス上不適切な行為や法令違反等を行った場合には、行政処分や損害賠

償、当社に対する市場評価の低下に直面するなど、業績に影響をおよぼす可能性があります。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

４【事業等のリスク】

５【経営上の重要な契約等】

６【研究開発活動】
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 文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成しております。

その作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額又は開示に影響を与える

見積りを必要とします。経営者は、過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特

有の不確実性があるため、これら見積りと異なる場合があります。 

 当社の財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５（経理の状況）の財務諸表の「重要な会計方針」に記載して

おりますが、特に次の重要な会計方針が財務諸表作成における重要な見積りの判断に大きな影響をおよぼすと考え

ております。 

  

① 貸倒引当金の計上基準 

 当社は、債権等の貸倒損失に備えて回収不能となる見積額を貸倒引当金として計上しております。将来、顧客

等貸付先の資金繰り等財務の状況が悪化し支払い能力が低下した場合には、引当金の追加計上又は貸倒損失が発

生する可能性があります。 

  

② 有価証券の減損処理 

 当社は、金融機関取引先及び関係会社の株式を保有しております。これらの株式は株式市場の価格変動リスク

を負っているため、将来、株式市場が悪化した場合には多額の有価証券評価損を計上する可能性があります。 

  

③ 繰延税金資産の回収可能性の評価 

 当社は、繰延税金資産の回収可能性を評価するに際して将来の課税所得を合理的に見積っております。繰延税

金資産の回収可能性は課税所得の見積りに依存しますので、その見積額が減少した場合は繰延税金資産が減額さ

れ税金費用が計上される可能性があります。 

  

④ 退職給付費用の計上基準 

 当社は、退職給付債務の計算について簡便法を採用しております。 

 年金資産の時価が退職給付費用に直接反映されるため、今後、株式市況等が悪化した場合、退職給付費用の計

上が多額になる可能性があります。 

  

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）当期の概況 

① 財政状態の分析 

 当事業年度末の総資産額は293,666百万円と前事業年度末に比べて74,932百万円減少しました。これは、投資

有価証券や借入有価証券代り金が増加したものの、現金及び預金や有価証券が減少したことによるものでありま

す。 

 一方、負債総額は278,284百万円と前事業年度末に比べて75,160百万円減少しました。これは、長期借入金が

増加したものの、短期借入金やコマーシャル・ペーパーが減少したことによるものであります。 

 また、純資産額は15,382百万円と前事業年度末に比べて227百万円増加しました。これは、その他有価証券評

価差額金が減少したものの、利益剰余金が増加したことによるものであります。 

  

② キャッシュ・フローの分析 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、109百万円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。なお、前事業年度

においては、連結財務諸表作成会社であり、連結キャッシュ・フロー計算書を作成していたため、前事業年度と

の比較・分析は行っておりません。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、120,746百万円の支出超となりました。収入の主な内訳は、長期借入金の増加額9,400

百万円、利息及び配当金の受取額4,274百万円及び税引前当期純利益589百万円であり、支出の主な内訳は、短期

借入金の純減少額79,570百万円、借入有価証券代り金の増加額27,079百万円及び利息の支払額807百万円であり

ます。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は、293百万円の支出超となりました。これは、主に投資有価証券の取得による支出及び

無形固定資産の取得による支出によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は、143百万円の支出超となりました。これは、主に配当金の支払額によるものでありま

す。 

  

③ 経営成績の分析 

 当期の営業収益は、5,127百万円と前期比1,723百万円の減収となりましたが、営業費用や一般管理費が調達利

回りの低下や経営改善努力等により大幅に減少したため、経常利益は、606百万円と前期比498百万円の増益とな

りました。さらに当期純損益では、前期特別損失に計上したリーマン・ブラザーズ証券株式会社との取引清算に

伴う投資有価証券売却損や証券担保ローンにおける貸倒引当金繰入額の増加といった要因が剥落したことを主因

に、564百万円の当期純利益（前期は13,735百万円の当期純損失）となりました。 

  

(3）戦略的現状と見通し 

 わが国経済は、雇用情勢など一部に厳しさが残るものの、企業収益が引続き改善しつつある中、着実に持ち直し

傾向が持続するものと見込まれます。 

 証券・金融界を取り巻く環境変化は引続き大きいものと見込まれますが、当社におきましては、本年10月にわが

国 大の新興市場として誕生する新ＪＡＳＤＡＱ市場における貸借取引の指定証券金融会社として、同市場の貸借

銘柄の拡大を図るなどにより、わが国証券市場発展の一翼を担うとともに、業容の拡大、新たなビジネスチャンス

の掘り起しに努めてまいります。また、一般投資家向け貸付（証券担保ローン）においては、「ビジネスローン」

について、証券会社等との連携強化等を通じて富裕層顧客の獲得など顧客基盤の裾野拡大を図ってまいります。当

社といたしましては、今後の業務展開をより迅速かつ強力に推進するために東京支社機能の更なる強化を図るなど

により引続きお取引先ニーズを重視した質の高いサービスの提供に努め、経営基盤の強化、収益性の向上に注力し

てまいります。併せて健全性確保の観点からリスク管理及びコンプライアンス体制の徹底に取組み、強固な収益基

盤作りに努めてまいります。 
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 当事業年度の設備投資については、有形固定資産及び無形固定資産計上ベースで144百万円となり、その主たるも

のは業務用システム開発であります。 

  

 なお、当事業年度において、福利厚生施設を売却しており、その売却損益につきましては、特別利益に有形固定資

産売却益５百万円を、特別損失に有形固定資産売却損11百万円をそれぞれ計上しております。 

  

（注）１ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 帳簿価額には建設仮勘定及びソフトウエア仮勘定は含まれておりません。 

４ 賃借している東京支社の建物の賃借料は16百万円です。また、面積㎡は［ ］で外書しております。 

５ 賃借している本店の土地の賃借料は46百万円です。また、面積㎡は［ ］で外書しております。 

６ 転貸している建物（リース資産）の面積は、本店1,930.53㎡であります。 

  

(1）重要な設備の新設等 

 該当事項はありません。 

  

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

２【主要な設備の状況】

平成22年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 設備の内容 

帳簿価額（百万円）

従業
員数 
（名） 

有形固定資産
無形 

固定資産 
合計 

建物及び 
構築物 

土地
（面積㎡） リース資産

工具、器具及
び備品 

ソフト 
ウエア 

本店 
（大阪市中央区） 

本社機能 
営業業務 

72

－ 
（－） 

[ ]1,089.28

234 145  941  1,393 55

東京支社 

（東京都中央区） 
営業業務 

[ ]

11
270.43

－ 
（ー） 

－ 4  －  16 9

３【設備の新設、除却等の計画】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注） 第一種優先株式の内容は次のとおりであります。なお、第一種優先株式の発行は安定した事業運営のため自己

資本の充実を図ったものであります。また、本優先株式は「社債型」優先株式であり普通株式の希薄化が生じ

ないことを重視したものであります。 

１ 優先配当金 

① 毎年３月31日の 終の株主名簿に記載又は記録された優先株式を有する株主（以下「優先株主」とい

う。)又は優先株式の登録株式質権者(以下「優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する

株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」とい

う。）に先立ち、優先株式１株につき年14円の金銭による剰余金の配当（かかる配当により支払われる金

銭を「優先配当金」という。）を行う。ただし、当該事業年度において下記「２ 優先中間配当金」に定

める優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額とする。 

② 非累積条項 

  ある事業年度において、優先株主又は優先登録株式質権者に対して支払う金銭による剰余金の配当の額

が優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

  優先株主又は優先登録株式質権者に対しては、優先配当金を超えて剰余金の配当は行わない。ただし、

当社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定され

る剰余金の配当又は当社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第

１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。 

２ 優先中間配当金 

 当社定款第41条に定める中間配当を行うときは、優先株主又は優先登録株式質権者に対し、普通株主又は

普通登録株式質権者に先立ち、優先株式１株につき７円の金銭による剰余金の配当（かかる配当により支払

われる金銭を「優先中間配当金」という。）を行う。 

３ 残余財産の分配 

① 残余財産を分配するときは、優先株主又は優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権

者に先立ち、優先株式１株につき200円を支払う。 

② 優先株主又は優先登録株式質権者に対しては、上記①のほか、残余財産の分配は行わない。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  94,500,000

優先株式  15,000,000

計  109,500,000

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成22年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年６月25日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  37,000,000  37,000,000

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数100株 

第一種優先株式  15,000,000  15,000,000 非上場 単元株式数100株 

計  52,000,000  52,000,000 － － 
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４ 議決権 

 優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。ただし、優先株

主は、優先配当金を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されないときはその総会より、その議案が定時株

主総会において否決されたときはその総会の終結の時より優先配当金を受ける旨の決議がある時までは議決

権を有する。 

５ 優先株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等 

① 法令に別段の定めがある場合を除き、優先株式について株式の併合又は分割は行わない。 

② 優先株主には募集株式の割当てを受ける権利、又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。

③ 優先株主には株式無償割当て、又は新株予約権の無償割当ては行わない。 

６ 取得条項 

① 当社は、平成26年４月１日以降の日で、優先株式の発行後に当社が別途取締役会の決議で定める一定の

日（以下「取得日」という。）に、優先株式の全部又は一部を取得することができる。この場合、当社は

これと引換えに、優先株式１株につき、200円に経過配当金相当額（優先配当金の額を取得日の属する事

業年度の初日から取得日の前日までの日数（初日及び取得日の前日を含む。）で日割計算した額（円位未

満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。）をいい、当該事業年度中に優先中間配当金

を支払ったときは、当該優先中間配当金の額を控除した額とする。）を加算した額を金銭にて支払う。 

② 一部取得をするときは、按分比例の方法又は抽選により行う。 

７ 種類株主総会の決議 

定款において、会社法第322条第2項に関する定めはしておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、該当事項はありませ

ん。  

  

 該当事項はありません。 

  

（注）１ 自己株式の消却による減少であります。 

２ 有償第三者割当 発行価格200円 資本組入額100円 

主な割当先 野村ホールディングス㈱、㈱ODKソリューションズほか６社 

  

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成20年３月31日 

（注１） 
 △1,500  37,000  －  3,500  －  1,729

平成21年３月31日 

（注２） 
 15,000  52,000  1,500  5,000  1,500  3,229
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① 普通株式 

（注） 自己株式 株は、「個人その他」欄に 単元、「単元未満株式の状況」欄に 株を含めて計上してお

ります。 

  

② 第一種優先株式 

  

（６）【所有者別状況】

平成22年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 
金融商品
取引業者

その他の
法人 

外国法人等
個人 
その他 

計 
個人以外 個人

株主数（人）  －  43  55  66  43  －  9,703  9,910  －

所有株式数 

（単元） 
 －  118,779  87,960  38,789  4,736  －  119,508  369,772  22,800

所有株式数の割

合（％） 
 －  32.12  23.79  10.49  1.28  －  32.32  100.00  －

440,375 4,403 75

平成22年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 
金融商品
取引業者

その他の
法人 

外国法人等
個人 
その他 

計 
個人以外 個人

株主数（人）  －  1  2  5  －  －  －  8  －

所有株式数 

（単元） 
 －  5,000  65,000  80,000  －  －  －  150,000  －

所有株式数の割

合（％） 
 －  3.33  43.33  53.33  －  －  －  100.00  －
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（注） 上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は733千株であり

ます。 

なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。 

  

（７）【大株主の状況】

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号  7,000  13.46

株式会社だいこう証券ビジネス 大阪市中央区北浜２丁目４番６号  4,299  8.26

株式会社大阪証券取引所 大阪市中央区北浜１丁目８番16号  2,793  5.37

株式会社ＯＤＫソリューションズ 大阪市中央区道修町１丁目６番７号  2,500  4.80

有限会社ジェー・ディー 東京都港区東新橋１丁目９番２号  2,500  4.80

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号  2,011  3.86

財団法人資本市場振興財団 
東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番地

４号 
 1,843  3.54

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号  1,666  3.20

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  1,666  3.20

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号  1,666  3.20

計 －  27,947  53.74

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数 

（個） 

総株主の議決権
に対する所有議
決権数の割合 

（％） 

株式会社だいこう証券ビジネス 大阪市中央区北浜２丁目４番６号  42,992  11.76

株式会社大阪証券取引所 大阪市中央区北浜１丁目８番16号  22,930  6.27

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号  20,117  5.50

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号  20,000  5.47

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号  16,669  4.56

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  16,663  4.56

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号  16,660  4.55

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号  16,656  4.55

財団法人資本市場振興財団 
東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番地

４号 
 8,437  2.30

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号  6,128  1.67

計 －  187,252  51.25
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①【発行済株式】 

（注）１ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式 株が含まれております。 

２ 第一種優先株式の内容については「第４提出会社の状況 １株式等の状況(1）株式の総数等② 発行済株

式」の（注）をご参照ください。 

  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。 

  

（８）【議決権の状況】

平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 
第一種優先株式 

 15,000,000
－ － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    440,300
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  36,536,900  365,369 － 

単元未満株式 普通株式    22,800 － 
１単元（100株）未満の

株式 

発行済株式総数  52,000,000 － － 

総株主の議決権 －  365,369 － 

75

平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

大阪証券金融㈱ 

大阪市中央区北浜二丁目

４番６号 
 440,300  －  440,300  0.84

計 －  440,300  －  440,300  0.84

（９）【ストックオプション制度の内容】
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【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

会社法第155条第７号による取得 

（注） 当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取 

りによる株式数は含めておりません。 

  

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注） 当期間における処理状況及び保有自己株式数には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未

満株式の買取り及び買増請求による売渡にかかる株式数は含めておりません。 

  

２【自己株式の取得等の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式  421  0

当期間における取得自己株式  80  0

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（百万円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式  －  －  －  －

消却の処分を行った取得自己株式  －  －  －  －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行

った取得自己株式 
 －  －  －  －

その他 

（単元未満株式の買増請求による売渡） 
 －  －  －  －

保有自己株式数  440,375  －  440,455  －
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 当社の業績は、証券市場の動向に左右されやすい面があるだけに証券金融の公的専門機関としての社会的責任を果

たしつつ将来における株主の利益を確保するためには、必要な内部留保の充実を図り、企業体質を強化することが重

要であると考えております。このような中にあって、当社は、従来から収益力や内部留保の状況等からみて適切な配

当を将来にわたって安定的に継続していくとともに、好業績時には配当性向30％を基準に増配することを配当の基本

方針としております。 

 また、株主への利益配分の機会を充実するため中間配当を行うことができる旨を定款で定めており、剰余金の配当

は期末配当と合わせて年２回としております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であり

ます。 

 当事業年度（平成22年３月期）の普通株式に係る剰余金の配当につきましては１株当たり３円としております。 

 また、第一種優先株式の配当につきましては１株当たり14円としております。 

  

（注）１ 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

２ 当期の普通株式に係る中間配当につきましては、証券市場の先行きになお不透明な面が残りますことなど

から、見送らせていただきました。 

  

（１）【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

① 普通株式 

（注） 株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

② 第一種優先株式 

 当株式は、金融商品取引所に上場されておらず、店頭売買有価証券として認可金融商品取引業協会に登録され

ていないため、該当事項はありません。 

  

（２）【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

① 普通株式 

（注） 株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

② 第一種優先株式 

 当株式は、金融商品取引所に上場されておらず、店頭売買有価証券として認可金融商品取引業協会に登録され

ていないため、該当事項はありません。 

  

３【配当政策】

決議年月日 株式の種類
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

平成22年６月25日 定時株主総会決議 
普通株式  109  3.00

第一種優先株式  210  14.00

４【株価の推移】

回次 第92期 第93期 第94期 第95期 第96期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

高（円）  888  850  520  378  249

低（円）  378  410  244  129  172

月別 
平成21年 
10月 

11月 12月
平成22年
１月 

２月 ３月

高（円）  212  209  207  202  192  196

低（円）  190  183  190  190  179  176
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

代表取締役

取締役社長 
  堀 田 隆 夫 昭和21年１月１日生

昭和43年４月 大蔵省入省 

(注)３

普通株式

優先株式

20

－

平成９年７月 証券取引等監視委員会事務局長 

10年７月 大蔵省造幣局長 

11年７月 東京金融先物取引所専務理事 

15年６月

17年６月

日本たばこ産業㈱取締役副社長 

同社代表取締役副社長 

19年５月 当社顧問 

19年６月 同 取締役社長（代表取締役）（現

在） 

19年６月 ㈱ＯＤＫソリューションズ取締役

（現在） 

代表取締役

専務取締役 
  虎 竹 洋 文 昭和23年９月23日生

昭和48年４月 日本銀行入行 

(注)４

普通株式

優先株式

10

－

平成12年６月 同行京都支店長 

14年９月 ㈱ドッドウエル ビー・エム・エス

取締役 

15年８月 ㈱松田平田設計取締役 

18年８月 同社常務取締役 

22年６月 当社専務取締役（代表取締役）（現

在） 

常務取締役 

資金証券部長

兼東京支社長

兼東京支社資

金証券部長 

西 井 生 和 昭和27年11月29日生

昭和50年４月 当社入社 

(注)３

普通株式

優先株式

13

－

平成13年６月 同 東京支店長  

14年６月 同 企画総務部長 

17年６月 同 営業部長  

20年６月 同 取締役資金証券部長 

21年11月 同 取締役資金証券部長兼東京支社

長兼東京支社資金証券部長 

22年６月 同 常務取締役資金証券部長兼東京

支社長兼東京支社資金証券部長（現

在） 

取締役 企画総務部長 西 山   剛 昭和30年12月28日生

昭和53年４月 当社入社 

(注)３

普通株式

優先株式

6

－

平成14年６月 同 資金証券部長 

17年６月 同 企画総務部長 

18年６月 同 取締役企画総務部長（現在） 

19年６月 ㈱だいこう証券ビジネス取締役 

取締役 

営業部長兼東

京支社営業部

長 

源 太 忠 彦 昭和28年３月３日生

昭和51年４月 当社入社 

(注)３

普通株式

優先株式

8

－

平成14年６月 同 京都支店長 

17年４月 同 東京支社営業部長 

20年６月 同 取締役営業部長兼東京支社営業

部長（現在） 

取締役   沖 津 嘉 昭 昭和16年１月23日生

昭和59年８月 岩井証券㈱入社 

(注)３

普通株式

優先株式

－

－

平成２年６月 同社取締役就任 

３年６月 同社常務取締役 

５年６月 同社専務取締役 

７年６月 同社取締役社長（代表取締役）（現

在） 

20年４月 日本証券業協会大阪地区協会地区会

長（現在） 

20年６月 当社取締役（現在） 

取締役   神 﨑 健 一 昭和23年７月24日生

昭和46年７月 ㈱大和銀行入行 

(注)３

普通株式

優先株式

－

－

平成13年７月 同行執行役員 

15年５月 大和オフィスサービス㈱取締役社長

（代表取締役） 

17年６月 当社取締役（現在） 

17年６月 東洋テック㈱常勤監査役（現在） 
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（注）１ 取締役沖津嘉昭、神﨑健一、栗山 勁、佐々木 茂夫の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役で

あります。 

２ 監査役和田英夫及び山下公央の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成23年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

４ 取締役の任期は、平成22年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成23年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

５ 監査役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成24年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

６ 監査役の任期は、平成22年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成24年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

７ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

取締役   栗 山   勁 昭和18年８月26日生

昭和41年４月 ㈱神戸銀行入行 

(注)３

普通株式

優先株式

－

－

平成６年６月 同行取締役 

９年６月 同行常務取締役 

12年６月 さくら投信投資顧問㈱取締役社長 

15年６月 さくらカード㈱取締役会長（代表取

締役） 

17年６月 当社取締役（現在） 

取締役   佐々木 茂 夫 昭和19年10月12日生

昭和44年４月 検事任官 

(注)３

普通株式

優先株式

－

－

平成16年１月 札幌高等検察庁検事長 

17年４月 福岡高等検察庁検事長 

18年５月 大阪高等検察庁検事長 

19年８月 弁護士登録（大阪弁護士会）（現

在） 

21年６月 当社取締役（現在） 

常勤監査役   伊 藤 俊 示 昭和24年１月２日生

昭和46年４月 当社入社 

(注)５

普通株式

優先株式

18

－

平成９年６月 同 資金経理部長 

12年12月 同 資金証券部長 

14年６月 同 常勤監査役（現在） 

14年６月 ㈱だいこう証券ビジネス監査役 

14年６月 大阪電子計算㈱（現㈱ＯＤＫソリュ

ーションズ）監査役（現在） 

監査役   和 田 英 夫 昭和18年11月11日生

昭和41年４月 ㈱富士銀行入行 

(注)５

普通株式

優先株式

3

－

平成６年６月 同行取締役 

８年６月 日本信販㈱常務取締役 

13年６月 同社専務取締役 

19年５月 セイコーインスツル㈱監査役（現

在） 

19年６月 当社監査役（現在） 

監査役   山 下 公 央 昭和26年２月18日生

昭和49年４月 ㈱三和銀行入行 

(注)６

普通株式

優先株式

－

－

平成16年７月 ㈱ＵＦＪホールディングス執行役員 

17年６月 カブドットコム証券㈱取締役会長

（現在） 

22年６月 当社監査役（現在） 

計 

普通株式

優先株式

78

－

氏名 生年月日 略歴 所有株式数（千株）

川 口 伸 也 昭和39年９月10日生 
平成５年４月 司法修習生採用 

平成７年４月 弁護士登録（大阪弁護士会）（現在） 
－ 
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① 企業統治の体制 

（企業統治の体制の概要） 

  当社は、経営理念を実践し、経営の健全性・効率性・透明性を確保する観点から、コーポレート・ガバナンスの

充実を経営の重要課題としております。こうした課題の実践に向けて、社外取締役及び社外監査役を積極的に招聘

し、多角的な視点からの監督・監査を行う体制を構築するとともに、コンプライアンスの徹底、リスク管理体制の

強化、内部監査体制の充実及び適切・公平な情報開示などに努めております。 

  

  当社は、重要な業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督する取締役会と、取締役会から独立し、取締役の

職務の執行を監査する監査役・監査役会によるコーポレート・ガバナンス体制を構築しています。  

  取締役会は、取締役９名（うち社外取締役４名）で構成され、原則として毎月１回開催し、経営の基本方針や重

要な業務執行を決定するとともに、取締役の職務の執行を監督しております。  

  監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、原則として毎月１回開催し、取締役の職務執行に

ついて監査しております。監査役は、取締役会に出席し、営業報告等の必要な報告を受け、経営の状況を監視して

おります。また、常勤監査役は、取締役会のほか、経営会議、経営計画推進会議、コンプライアンス委員会、リス

ク管理委員会などの重要会議に出席し、実効的なモニタリングに取り組んでおります。  

  なお、当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第423条第１項の賠償責任について、同法第425条第

１項に定める 低責任限度額を限度とする契約を締結しております。  

  

（内部統制システムの整備の状況） 

  当社は、「内部統制システムの整備に関する基本方針」を定め、次のとおり内部統制システムを整備しておりま

す。内部統制システムの整備状況については、継続的に検証し、必要な改善措置を講じることにより、その実効性

の確保に努めております。  

＜経営会議、経営計画推進会議＞ 

 ・常勤取締役及び部門長で構成する経営会議を設置し、取締役会付議事項及び業務執行に関する個別課題を実務

的な観点から協議しております。経営会議は、経営情報の共有化を図るため、原則として毎週１回開催しており

ます。 

 ・経営計画の進捗状況を定期的に検証し、必要に応じて計画達成に向けた改善措置等を検討するため、常勤取締

役及び部門長で構成する経営計画推進会議を毎月１回開催しております。 

＜コンプライアンス体制＞ 

 ・「企業行動憲章」のもと「コンプライアンスに関する基本方針」を制定し、取締役及び従業員がとるべき行動

規範を明確にしております。  

 ・コンプライアンス体制の確立・維持を図るため、コンプライアンス委員会（委員長：コンプライアンス担当役

員）を毎月１回開催し、コンプライアンスに関する重要方針やコンプライアンス体制の整備等について審議を行

っております。 

 ・コンプライアンス統括部署は、社内におけるコンプライアンスの状況を把握するとともに、コンプライアンス

の徹底、推進に努めています。また、取締役及び従業員のコンプライアンス意識を定着させるため、計画的なコ

ンプライアンス研修を実施しております。 

 ・不正行為等の早期発見及び早期是正を図るため、コンプライアンス違反行為に関する通報・相談窓口を、社内

及び社外（法律事務所）に設置しています。 

 ・反社会的勢力との一切の関係を排除し、反社会的勢力による不当要求に対しては、警察、弁護士等の外部専門

機関と緊密に連携し、組織全体として断固とした姿勢で対応することを明確にしております。 

＜リスク管理体制＞ 

 ・経営の健全性・安定性を確保する上で、リスク管理体制の整備を重要課題に位置付け、常勤取締役及び部門長

で構成するリスク管理委員会（委員長：リスク管理担当役員）を毎月１回開催し、当社業務に内包するリスクを

一元的に管理しております。 

＜危機管理体制＞ 

 ・経営危機に直面した場合には「危機管理規程」に基づき、社長を本部長とする対策本部を設置し、迅速かつ的

確な意思決定を行う体制としています。  

  

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】
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 ○コーポレート・ガバナンス体制図 

  

  

② 内部監査及び監査役監査の状況 

  内部監査は、内部監査部門である監査室（職員４名）が年間監査計画に基づき、業務担当部署におけるリスク

管理態勢を含む内部統制の適切性、有効性等の監査を実施し、その結果を社長に報告しております。また、年間

監査計画及び監査結果など、内部監査に関する重要事項を取締役会及び監査役会に報告するとともに、監査結果

のうち、リスク管理及びコンプライアンスに関する事項については、それぞれリスク管理委員会及びコンプライ

アンス委員会に、適宜、報告しております。 

  監査役は、監査役会において決定した監査の方針、監査計画、監査業務の分担等に基づき、監査を実施してお

ります。監査役監査を実施するにあたっては、必要に応じて、会計監査人及び監査室長に必要な報告を求めるな

どの連携を図っております。監査役会は、代表取締役と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査役監

査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換するなど、相互認識を深めるよう努めておりま

す。 

  常勤監査役は当社経理部門において経理業務の経験を重ねており、また、社外監査役は金融界における経験か

ら、いずれも財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。  

  

③ 社外取締役及び社外監査役 

  当社は、証券・金融界や法曹界における豊富な知識・経験を有する社外取締役（４名）及び社外監査役（２

名）を招聘しております。当社の社外取締役及び社外監査役は、当社株式を所有している以外には、いずれも当

社との間に特別な利害関係はなく、公正かつ客観的な立場から業務執行の監督、監査を行っております。 
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④ 役員報酬等 

 イ 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数  

（注） 退職慰労金は当事業年度において役員退職慰労引当金に繰入れた額であります。 

  

ロ 使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの    

  

 ハ 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法 

    当社の役員の報酬等については、常勤、非常勤の別、役員の職務の内容別に内規により定めた一定の額を基

準に支給しております。 

   上記一定の額については、上場会社を中心とした他企業の報酬水準及び従業員の給与水準等を勘案のうえ決

定しております。 

   なお、各期毎の支給額については上記の基準に依拠しつつ会社の業績を反映し決定しております。 

  

⑤  株式の保有状況 

 イ 投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額 

   銘柄 百万円  

  

 ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的 

  

 ハ 保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額 

   該当事項はありません。  

  

役員区分 
報酬等の総額
（百万円） 

報酬等の種類別の総額（百万円） 
対象となる
役員の員数 
（人） 基本報酬

ストック
オプション 

賞与 退職慰労金 

取締役 

（社外取締役を除く。） 
 89  40  －  17  31  6

監査役 

（社外監査役を除く。） 
 17  10  －  2  4  1

社外役員  18  14  －  2  1  7

総額（百万円） 対象となる役員の員数（人） 内容 

  38  3 使用人分としての給与であります。

22 3,996

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円） 
保有目的 

㈱だいこう証券ビジネス  4,985,445  1,994
主に業務関係及び取引関係の維持・発

展等を目的とする政策投資目的 

㈱大阪証券取引所  2,100  1,026
主に業務関係の維持・発展等を目的と

する政策投資目的 

㈱りそなホールディングス  200,065  236
主に取引関係の維持・発展等を目的と

する政策投資目的 

㈱三井住友フィナンシャルグループ  61,122  188 同上 

㈱みずほフィナンシャルグループ  527,650  97 同上 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ  163,060  79 同上 

㈱大和証券グループ本社  139,428  68 同上 

野村ホールディングス㈱  84,448  58 同上 

みずほ証券㈱  139,595  41 同上 

岩井証券㈱  66,300  38 同上 
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⑥ 取締役の定数等に関する定款の定め 

イ 取締役の定数 

 当社の取締役は13名以内とする旨を定めております。 

  

ロ 代表取締役の資格 

 当社の代表取締役は金融商品取引業者の役員又は従業員以外の者とする旨を定めております。 

  

ハ 取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものと

する旨を定めております。 

  

⑦ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項 

イ 自己株式の取得 

 当社は、自己株式の取得について、機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定に基づ

き、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得できる旨を定款で定めております。 

  

ロ 中間配当 

 当社は、株主への利益配分の機会を充実するため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議を

もって毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款で定めております。 

  

⑧ 株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議について、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものであります。 

  

⑨ 種類株式の発行 

 普通株式のほか第一種優先株式を発行しております。 

 第一種優先株式について議決権を有しないこととしている理由は、資本増強にあたり既存株主への影響を考慮

したためであります。 

 第一種優先株式の内容については「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 （1）株式の総数等 ② 発行済

株式」の（注）をご参照ください。 

  

⑩ 会計監査の状況 

イ 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 

（注） 継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。また、同監査法人はす

でに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措

置を取っております。 

  

ロ 監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ７名 

その他   ６名 

  

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 

指定有限責任社員 

業務執行社員 
山田  晃 新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 

業務執行社員 
岡本 髙郎 新日本有限責任監査法人 
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①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

（注） 前連結会計年度は連結財務諸表を作成しており、当事業年度は連結財務諸表を作成しておりませんので、前事業

年度及び当連結会計年度については記載しておりません。  

  

②【その他重要な報酬の内容】 

 該当事項はありません。 

  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

（前連結会計年度）  

 当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、リスク管理体制整備に係る助言

業務であります。 

  

（当事業年度） 

 当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、リスク管理体制整備に係る助言

業務であります。 

  

④【監査報酬の決定方針】 

 該当事項はありません。 

  

（２）【監査報酬の内容等】

区分 

前連結会計年度

監査証明業務に 
基づく報酬（百万円） 

非監査業務に
基づく報酬（百万円） 

提出会社  34  7

連結子会社  －  －

計  34  7

当事業年度 

監査証明業務に基づく報酬
（百万円） 

非監査業務に基づく報酬
（百万円） 

   31    12
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１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、当社は平成21年３月23日付で連結子会社であった株式会社大証金ビルディングを吸収合併したことに伴

い、前連結会計年度末において連結子会社はありません。このため、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成

21年３月31日まで）の連結貸借対照表及び連結株主資本等変動計算書は作成しておりません。 

 また、当事業年度において、当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３

月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）及び当事業年度（平

成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けており

ます。 

  

３ 連結財務諸表について 

 当社は平成21年３月23日付で連結子会社であった株式会社大証金ビルディングを吸収合併したことに伴い、前連結

会計年度末において連結子会社はありません。このため、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日

まで）の連結貸借対照表及び連結株主資本等変動計算書は作成しておりません。 

 また、当事業年度において、当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

 ４ 財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

 当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会

計基準機構へ加入し、会計基準設定主体等の行う研修へ参加しております。  

  

第５【経理の状況】
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 平成21年３月23日付で連結子会社であった株式会社大証金ビルディングを吸収合併したことに伴い、前連結会

計年度末において連結子会社はありません。このため、前連結会計年度（平成21年３月31日）の連結貸借対照表

は作成しておりません。 

  

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
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②【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

営業収益  

貸付金利息 2,328

借入有価証券代り金利息 2,508

受取手数料 176

有価証券貸付料 1,078

その他 945

営業収益合計 7,038

営業費用  

支払利息 1,885

コマーシャル・ペーパー利息 77

貸付有価証券代り金利息 221

有価証券借入料 1,135

支払手数料 733

その他 78

営業費用合計 4,131

営業総利益 2,907

販売費及び一般管理費  

報酬及び給料手当 718

退職給付費用 118

役員退職慰労引当金繰入額 57

貸倒引当金繰入額 577

貸倒損失 93

賞与引当金繰入額 77

福利厚生費 115

減価償却費 411

その他 1,136

販売費及び一般管理費合計 3,306

営業損失（△） △399

営業外収益  

受取利息 1

受取配当金 415

持分法による投資利益 69

その他 65

営業外収益合計 553

営業外費用  

株式交付費 14

租税公課 12

その他 1

営業外費用合計 28

経常利益 125
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別利益  

投資有価証券売却益 1,466

有形固定資産売却益 ※1  1,465

特別利益合計 2,931

特別損失  

有形固定資産売却損 ※2  50

関係会社株式売却損 354

投資有価証券売却損 13,835

投資有価証券評価損 1,053

貸倒引当金繰入額 2,568

貸倒損失 534

持分変動損失 491

特別損失合計 18,888

税金等調整前当期純損失（△） △15,830

法人税、住民税及び事業税 14

法人税等調整額 △686

法人税等合計 △671

当期純損失（△） △15,159
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 平成21年３月23日付で連結子会社であった株式会社大証金ビルディングを吸収合併したことに伴い、前連結会

計年度末において連結子会社はありません。このため、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31

日まで）の連結株主資本等変動計算書は作成しておりません。 

  

③【連結株主資本等変動計算書】
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純損失（△） △15,830

減価償却費 447

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,040

賞与引当金の増減額（△は減少） △16

退職給付引当金の増減額（△は減少） △74

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △131

受取利息及び受取配当金 △6,014

支払利息 2,184

持分法による投資損益（△は益） △69

関係会社株式売却損益（△は益） 354

有形固定資産売却損益（△は益） △1,415

投資有価証券売却損益（△は益） 12,368

投資有価証券評価損益（△は益） 1,053

株式交付費 14

持分変動損益（△は益） 491

定期預金の純増減額(△は増加) △1,300

有価証券及び投資有価証券の純増減額(△は増加) 73,055

営業貸付金の増減額（△は増加） 54,027

借入有価証券代り金の増減額（△は増加） 268,243

コールマネー等の純増減(△) △113,700

短期借入金の純増減額(△は減少) △116,530

コマーシャル・ペーパーの増減額(△は減少) △45,000

貸付有価証券代り金の増減額(△は減少) △51,993

貸借取引担保金の増減額(△は減少) 1,516

信用サポートローン担保金の増減額(△は減少) 1,610

長期借入金の増減額(△は減少) △1,800

役員賞与の支払額 △33

その他 358

小計 64,856

利息及び配当金の受取額 6,013

利息の支払額 △2,292

法人税等の支払額 △244

営業活動によるキャッシュ・フロー 68,332
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

投資有価証券の取得による支出 △793

投資有価証券の売却による収入 47,627

関係会社株式の取得による支出 △1,032

関係会社株式の売却による収入 226

有形固定資産の取得による支出 △84

有形固定資産の売却による収入 1,994

無形固定資産の取得による支出 △531

敷金及び保証金の差入による支出 △210

その他 1

投資活動によるキャッシュ・フロー 47,197

財務活動によるキャッシュ・フロー  

株式の発行による収入 2,985

リース債務の返済による支出 △4

自己株式の売却による収入 0

自己株式の取得による支出 △45

配当金の支払額 △110

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,825

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 118,356

現金及び現金同等物の期首残高 2,937

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  121,293
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数       －社 

 当連結会計年度において、連結子会社であった㈱大

証金ビルディングを平成21年３月23日付で吸収合併し

たため、当連結会計年度末における連結子会社はあり

ません。このため、連結損益計算書及び連結キャッシ

ュ・フロー計算書のみを作成しております。 

 なお、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー

計算書に含まれる㈱大証金ビルディングの会計期間は

平成20年４月１日から平成21年３月22日まででありま

す。 

 また、非連結子会社はありません。 

  

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数   １社 

  

会社名 

㈱ＯＤＫソリューションズ 

 なお、持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は

ありません。 

 ㈱だいこう証券ビジネスにつきましては、当連結会

計年度において株式の一部を売却したことから、ま

た、㈱だいこうエンタープライズにつきましては、当

連結会計年度において株式の全部を売却したことか

ら、当連結会計年度末より持分法の適用範囲から除外

しております。 

 なお、㈱だいこう証券ビジネス及び㈱だいこうエン

タープライズにつきましては、持分法適用の関連会社

であった期間のみ持分法損益に含めて計算しておりま

す。 

  

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社であった㈱大証金ビルディングを平成21年

３月23日に吸収合併したため、同社の決算日は平成21年

３月22日であります。 

  

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

  

時価のないもの……移動平均法による原価法   

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、一部陳腐化の著しい有形固定資産について

は、見積耐用年数によっております。 
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前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。ただし、ソフ

トウエア（自社利用分）については、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

  

③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

ものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

  

(3）重要な繰延資産の処理方法 

株式交付費 

 支出時に全額費用処理しております。 

  

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

  

② 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のう

ち当連結会計年度に負担すべき額を計上しておりま

す。 

  

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、計上しております。 

  

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。 

  

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。な

お、特例処理の要件を満たしている金利スワップに

ついては特例処理によっております。 

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・・借入金の利息 

  

2010/06/30 18:41:5709624429_有価証券報告書_20100630184120

- 36 -



  

  

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 

③ ヘッジ方針 

 リスク管理に関する内部規程及びリスク管理委員

会における承認に基づき、ヘッジ対象に係る金利変

動リスクを一定の範囲でヘッジしております。 

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップについては、

有効性の評価を省略しております。 

  

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事

業年度の期間費用としております。 

  

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。 

  

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）には、取得日から３か月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値が変動するおそれのほとんどない手許現金、要求払

預金及び短期的な投資を計上しております。 

  

【会計方針の変更】

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 

（リース取引に関する会計基準等） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関

する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））

及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものについて

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響は、軽微であります。

また、セグメント情報に与える影響については、当該箇所

に記載しております。 
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【追加情報】

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 

リーマン・ブラザーズ証券との取引清算状況 

 当社の取引先であったリーマン・ブラザーズ証券株式会

社（以下「ＬＢ証券」といいます。）は、平成20年９月16

日に東京地方裁判所に民事再生手続開始の申立を行い、同

裁判所は同月19日に開始を決定しました。これを受けて、

当社はＬＢ証券との現金担保付株券貸借取引（以下「本件

取引」といいます。）の清算に向けて協議を重ねた結果、

平成21年２月10日付けでＬＢ証券との間で合意書を締結す

るに至りました。 

 主な合意内容は次のとおりです。 

(1）本件取引は、ＬＢ証券が民事再生手続開始の申立を行

った平成20年９月16日付で解除されたこと、およびそれ

によって一括清算されたことを確認すること。 

(2）ＬＢ証券は、当社に対し、本件取引の対象となった有

価証券の売却損を損害額とする損害賠償債務を負担し、

かかる損害賠償請求権を再生債権と認めること。 

(3）当社は、平成21年３月31日までに本件取引の対象とな

った有価証券（ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債

券＜以下「ユーロ円ＣＢ」といいます。＞を除く。）の

全てを処分すること。 

(4）当社は、一括清算によって、ＬＢ証券に対して、当社

が受け入れた有価証券の時価評価額である71,019百万円

と当社がＬＢ証券に差入れていた現金担保68,284百万円

の差額である2,735百万円の差額金返還債務を負担する

が、同差額金返還債務にかかる債権を受働債権とし、

(2)記載の損害賠償請求権を自働債権とする相殺が有効

であることを確認すること。 

 当社は、上記合意内容に基づき、ＬＢ証券との取引に係

る有価証券について、ユーロ円ＣＢを除き、平成21年２月

６日までに全て売却いたしました。これに伴う売却損益は

13,272百万円の損失となっており、この損失については上

記合意内容(2)に記載のとおり、ＬＢ証券による損害賠償

の対象となり、民事再生手続において一定の弁済を受ける

ことになりますが、ＬＢ証券の再生計画提出期限が平成21

年５月15日に延伸されたことなどから、弁済額が明らかで

はないため、かかる損害賠償請求権は平成21年３月期決算

において計上いたしておりません。 

 この間、ユーロ円ＣＢにつきましては、ＬＢ証券を通

じ、リーマン・ブラザーズ・インターナショナル（ヨーロ

ッパ）のユーロクリア口座に保護預かりされています（現

在はニューヨークメロン銀行のユーロクリア口座において

委託管理されているとのことです。）が、現在同社の管財

人が返還に向けて確認作業等を行っており、これらの作業

等が完了すれば当社に確実に返還されるものと認識してお

ります。ただ、確認作業に必要な顧客からの情報提供等が

遅延しており、返還時期については確定しておりません。

なお、当事業年度末現在における個別貸借対照表に7,326

百万円を計上しております。 
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 平成21年３月23日付で連結子会社であった株式会社大証金ビルディングを吸収合併したことに伴い、前連結会

計年度末において連結子会社はありません。このため、前連結会計年度（平成21年３月31日）の連結貸借対照表

は作成しておりません。 

  

  

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 当連結会計年度においては、連結株主資本等変動計算書を作成していないため、「２ 財務諸表等 (1）財

務諸表 注記事項（株主資本等変動計算書関係）」に記載しております。 

  

  

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 

※１ 有形固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

  

建物及び構築物 百万円7

土地 百万円1,458

計 百万円1,465

  

※２ 有形固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

  

建物及び構築物 百万円50

工具、器具及び備品 百万円0

計 百万円50

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 百万円123,293

有価証券 百万円45,058

計 百万円168,352

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
百万円△2,000

預入期間が３ヶ月を超える 

有価証券 
百万円△45,058

現金及び現金同等物 百万円121,293

  

２ 重要な非資金取引の内容 

 当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リ

ース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ 百

万円であります。 

273
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（注） 前連結会計年度においては、連結貸借対照表を作成していないため、ファイナンス・リース取引及びオペレー

ティング・リース取引については、「２ 財務諸表等 (1）財務諸表 注記事項（リース取引関係）」に記載し

ております。 

  

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 当連結会計年度においては、連結貸借対照表を作成していないため、「２ 財務諸表等 (1）財務諸表 注記

事項（有価証券関係）」に記載しております。 

  

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引は次のとおりでありま

す。 

  

（貸主側）   

受取リース料及び減価償却費   

受取リース料 百万円6

減価償却費 百万円4

  

（有価証券関係）
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１ 取引の状況に関する事項 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理の要件を満たしておりますので、注記の対象か

ら除いております。 

  

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 

(1）取引の内容及び利用目的 

 当社が行っているデリバティブ取引は、資金調達にか

かる金利変動リスクの軽減を目的とする金利スワップ取

引に限定しております。また、金利スワップ取引につい

ては、ヘッジ会計の要件を満たす特例処理を適用してお

ります。 

  

① ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・・・借入金の利息 

  

② ヘッジ方針 

 リスク管理に関する内部規程及びリスク管理委員会

における承認に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リ

スクを一定の範囲でヘッジしております。 

  

③ ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップについては、有

効性の評価を省略しております。 

  

(2）取引に関する取組方針 

 当社が行っている金利スワップ取引は、資金調達にか

かる金利変動リスクの軽減を目的とする取引に限定して

おり、投機目的の取引は行っておりません。 

  

(3）取引に係るリスクの内容 

 当社の取引の相手方については、いずれも信用度の高

い金融機関であるため、相手方の契約不履行によるリス

クは、ほとんどないと判断しております。 

  

(4）取引に係るリスク管理体制 

 当社の金利スワップ取引は、資金証券部がリスク管理

委員会の承認を得て実行し、企画総務部が取引状況及び

取引実績の管理を行っております。 
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（注） 前連結会計年度に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳については、連結貸借対照表

を作成していないため、記載しておりません。 

  

（退職給付関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 

１ 採用している退職給付制度の概要 

(1）当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制

度、退職一時金制度及び確定拠出型年金を設けており

ます。 

  

(2）制度別の補足説明 

① 退職一時金制度 

  

  設定時期 

当社 昭和25年２月

  

② 適格退職年金   

  設定時期 

当社 昭和53年３月

  

③ 確定拠出型年金   

  設定時期 

当社 平成17年10月

  

（注）当連結会計年度において、連結子会社を吸収合併

したため、当連結会計年度末において当社が採用し

ている退職給付制度の概要を記載しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項（平成21年３月31日）   

① 退職給付債務 百万円 △583

② 年金資産 百万円 208

③ 退職給付引当金（①＋②） 百万円 △375

  

（注）当連結会計年度において、連結子会社を吸収合併

したため、当連結会計年度末の当社における退職給

付債務に関する事項を記載しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

  

勤務費用 百万円118   

（注）勤務費用には確定拠出型年金への掛金拠出額６百

万円を含めております。 

  

４ 退職給付債務の計算の基礎に関する事項 

 簡便法を採用しております。 

  

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

差異の原因となった主な項目別の内訳 

 税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載して

おりません。 
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前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（共通支配下の取引等） 

１ 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名

称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

① 結合企業 

名称  大阪証券金融株式会社 

事業の内容 証券金融業 

② 被結合企業 

名称  株式会社大証金ビルディング 

事業の内容 不動産賃貸業、リース業 

(2）企業結合の法的形式 

 平成21年３月23日を合併期日とし、当社を存続会社、株式会社大証金ビルディングを消滅会社とする

吸収合併であります。なお、当社は株式会社大証金ビルディングの発行済株式を100％所有しており、

合併による新株式の発行、資本の増加及び合併交付金の支払は行っておりません。 

(3）結合後企業の名称 

 大阪証券金融株式会社 

(4）取引の目的を含む取引の概要 

 株式会社大証金ビルディングは不動産賃貸業及びリース業を主たる事業としてまいりましたが、当社

は財務基盤の強化のため本店ビル（株式会社大証金ビルディング保有）を含む保有不動産の売却を円滑

に進めるとともに、当社の純資産拡充及び一層の経営効率化を図るために吸収合併することといたしま

した。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号（平成15年10月31日（企業会計審議会）、平成20

年12月26日改正））及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第10号（平成17年12月27日（企業会計基準委員会）、平成20年12月26日改正））に基づき、共通

支配下の取引として会計処理しております。 

  

（企業結合等関係）
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前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（注）１ 事業区分は事業内容の実態を勘案して区分したものであります。 

２ 各事業の主な売上高 

(1）証券金融業…貸付金利息、有価証券貸付料等 

(2）不動産賃貸・リース業…不動産、コンピューター、ソフトウエアの賃貸料 

３ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載の通り、当連結会計年度より、所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年

６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平

成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

この変更に伴う損益に与える影響は、「証券金融業」、「不動産賃貸・リース業」ともに軽微であります。

４ 資産、減価償却費及び資本的支出のうち資産については、連結貸借対照表を作成していないため、記載して

おりません。 

  

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 在外子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
証券金融業 
（百万円） 

不動産賃貸
・リース業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
 6,851  187  7,038  －  7,038

(2）セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
 －  108  108 ( )108  －

計  6,851  295  7,147 ( )108  7,038

営業費用  7,337  232  7,570 ( )132  7,437

営業利益又は 

営業損失（△） 
 △486  62  △423  24  △399

Ⅱ 資産、減価償却費 

  及び資本的支出 
 

資産  －  －  －  －  －

減価償却費  391  56  447  －  447

資本的支出  888  1  889  －  889

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（追加情報） 

 当連結会計年度から平成18年10月17日公表の「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会

企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 企業会

計基準適用指針第13号）を適用しております。 

  

１ 関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 同社との「貸借取引」に係る金利につきましては、他の取引参加者と同じ金利であります。 

② 同社との「株券等貸借取引契約」に係る金利につきましては、個別交渉の上、一般取引条件と同様に決定しておりま

す。 

（注） 当連結会計年度において、同社株式の一部を売却したことにより、同社は当連結会計年度末より「関連会社」

に該当しなくなっております。 

  

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

 該当事項はありません。 

  

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1）親会社情報 

 該当事項はありません。 

  

(2）重要な関連会社の要約財務情報 

 該当事項はありません。 

  

【関連当事者情報】

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又は
出資金 
（百万円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

関連会社 
(主要株主) 

㈱だいこう 
証券ビジネス 

大阪市

中央区
 8,898

証券サービ

ス業 

所有 

（被所有）

19.6

11.8

営業上の取引

役員の兼務 

２名 

貸借取引に係

る貸付 
 18,209 営業貸付金 684

貸借取引に係

る資金受入 
 13,731

貸付有価証

券代り金 
789

株券等貸借取

引契約に係る

資金払出 
 4,802

借入有価証

券代り金 
262
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（注） 前連結会計年度に係る１株当たり純資産額は、連結貸借対照表を作成していないため、記載しておりません。

  

     前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

      該当事項はありません。  

  

  

該当事項はありません。  

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 

１株当たり純資産額 円－

１株当たり当期純損失（△） 円△425.34
  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基礎   

連結損益計算書上の当期純損失（△） 百万円△15,159

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳   

第一種優先株式に係る優先配当金 百万円0

普通株式に係る当期純損失（△） 百万円△15,159

普通株式の期中平均株式数 株35,641,356

  

（重要な後発事象）

（２）【その他】
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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 123,293 3,109

有価証券 ※1  45,058 ※1  28,495

営業貸付金 74,610 77,472

貸借取引貸付金 16,607 23,825

信用サポートローン 9,588 11,155

一般貸付金 ※4  48,415 ※5  42,490

借入有価証券代り金 111,368 138,447

前払費用 84 40

未収収益 214 174

未収入金 160 5,059

繰延税金資産 990 988

その他 748 58

貸倒引当金 △2,363 △2,348

流動資産合計 354,166 251,499

固定資産   

有形固定資産   

建物 411 335

減価償却累計額 △297 △251

建物（純額） 114 83

工具、器具及び備品 552 604

減価償却累計額 △387 △454

工具、器具及び備品（純額） 165 150

土地 7 －

リース資産 273 273

減価償却累計額 － △39

リース資産（純額） 273 234

建設仮勘定 45 －

有形固定資産合計 606 468

無形固定資産   

ソフトウエア 1,052 941

ソフトウエア仮勘定 171 －

電話加入権 4 4

無形固定資産合計 1,229 945

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  12,050 ※1, ※4  40,423

関係会社株式 ※1  12 ※1  12

従業員に対する長期貸付金 74 68

破産更生債権等 1,379 199

その他 244 236

貸倒引当金 △1,165 △186

投資その他の資産合計 12,597 40,752

固定資産合計 14,432 42,167

資産合計 368,599 293,666
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

コールマネー 10,000 12,200

短期借入金 293,370 213,800

コマーシャル・ペーパー 12,000 1,000

貸付有価証券代り金 26,804 27,360

貸借取引貸付有価証券代り金 20,292 21,218

その他の貸付有価証券代り金 6,512 6,142

リース債務 34 36

未払金 17 4,029

未払費用 81 44

未払法人税等 36 30

賞与引当金 77 67

貸借取引担保金 5,108 3,761

預り金 133 122

前受収益 139 90

その他 1,617 2,605

流動負債合計 349,421 265,148

固定負債   

長期借入金 2,700 12,100

退職給付引当金 375 308

役員退職慰労引当金 239 210

リース債務 251 215

繰延税金負債 391 252

その他 65 50

固定負債合計 4,023 13,135

負債合計 353,444 278,284

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,000 5,000

資本剰余金   

資本準備金 3,229 3,229

資本剰余金合計 3,229 3,229

利益剰余金   

利益準備金 774 774

その他利益剰余金   

配当準備積立金 1,304 1,304

別途積立金 17,080 3,815

繰越利益剰余金 △13,154 564

利益剰余金合計 6,003 6,458

自己株式 △131 △131

株主資本合計 14,101 14,556

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,053 825

評価・換算差額等合計 1,053 825

純資産合計 15,154 15,382

負債純資産合計 368,599 293,666
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

営業収益   

貸付金利息 2,328 1,836

貸借取引貸付金利息 377 267

一般貸付金利息 1,951 1,569

借入有価証券代り金利息 2,508 916

受取手数料 176 127

有価証券貸付料 1,078 879

国債等債券売却益 － 765

その他 758 601

営業収益合計 6,851 5,127

営業費用   

借入金利息 1,885 645

コールマネー利息 759 90

銀行借入金利息 1,072 457

その他の短期借入金支払利息 54 98

コマーシャル・ペーパー利息 77 103

貸付有価証券代り金利息 221 22

有価証券借入料 1,135 872

支払手数料 733 405

営業費用合計 4,052 2,050

営業総利益 2,798 3,077

一般管理費   

報酬及び給料手当 675 596

賞与引当金繰入額 77 67

福利厚生費 112 98

退職給付費用 118 △21

役員退職慰労引当金繰入額 50 37

貸倒引当金繰入額 577 198

貸倒損失 93 92

旅費交通費及び通信費 54 43

賃借料 152 93

減価償却費 391 515

事務計算費 － 533

その他 980 445

一般管理費合計 3,284 2,700

営業利益又は営業損失（△） △486 376
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 ※1  2 6

受取配当金 ※1  530 ※1  156

受取賃貸料 ※1  30 ※1  71

失念株取扱益 42 5

その他 16 6

営業外収益合計 622 247

営業外費用   

支払利息 － 16

租税公課 12 0

株式交付費 14 －

その他 1 0

営業外費用合計 28 17

経常利益 107 606

特別利益   

有形固定資産売却益 ※2  1,465 ※2  5

関係会社株式売却益 121 －

投資有価証券売却益 1,466 3

抱合せ株式消滅差益 453 －

特別利益合計 3,507 8

特別損失   

貸倒引当金繰入額 2,568 －

貸倒損失 534 －

有形固定資産売却損 ※3  50 ※3  11

投資有価証券売却損 13,835 2

投資有価証券評価損 1,053 －

ソフトウエア除却損 － 7

会員権売却損 － 3

特別損失合計 18,042 25

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △14,427 589

法人税、住民税及び事業税 8 7

法人税等調整額 △700 17

法人税等合計 △692 24

当期純利益又は当期純損失（△） △13,735 564
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,500 5,000

当期変動額   

新株の発行 1,500 －

当期変動額合計 1,500 －

当期末残高 5,000 5,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,729 3,229

当期変動額   

新株の発行 1,500 －

当期変動額合計 1,500 －

当期末残高 3,229 3,229

資本剰余金合計   

前期末残高 1,729 3,229

当期変動額   

新株の発行 1,500 －

当期変動額合計 1,500 －

当期末残高 3,229 3,229

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 774 774

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 774 774

その他利益剰余金   

配当準備積立金   

前期末残高 1,274 1,304

当期変動額   

配当準備積立金の積立 30 －

当期変動額合計 30 －

当期末残高 1,304 1,304

別途積立金   

前期末残高 16,880 17,080

当期変動額   

別途積立金の積立 200 －

別途積立金の取崩 － △13,264

当期変動額合計 200 △13,264

当期末残高 17,080 3,815
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 920 △13,154

当期変動額   

剰余金の配当 △110 △110

配当準備積立金の積立 △30 －

別途積立金の積立 △200 －

別途積立金の取崩 － 13,264

当期純利益又は当期純損失（△） △13,735 564

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △14,075 13,719

当期末残高 △13,154 564

利益剰余金合計   

前期末残高 19,848 6,003

当期変動額   

剰余金の配当 △110 △110

配当準備積立金の積立 － －

別途積立金の積立 － －

別途積立金の取崩 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △13,735 564

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △13,845 454

当期末残高 6,003 6,458

自己株式   

前期末残高 △86 △131

当期変動額   

自己株式の取得 △45 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △45 △0

当期末残高 △131 △131

株主資本合計   

前期末残高 24,992 14,101

当期変動額   

新株の発行 3,000 －

剰余金の配当 △110 △110

当期純利益又は当期純損失（△） △13,735 564

自己株式の取得 △45 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △10,890 454

当期末残高 14,101 14,556
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 973 1,053

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 79 △227

当期変動額合計 79 △227

当期末残高 1,053 825

評価・換算差額等合計   

前期末残高 973 1,053

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 79 △227

当期変動額合計 79 △227

当期末残高 1,053 825

純資産合計   

前期末残高 25,965 15,154

当期変動額   

新株の発行 3,000 －

剰余金の配当 △110 △110

当期純利益又は当期純損失（△） △13,735 564

自己株式の取得 △45 △0

自己株式の処分 0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 79 △227

当期変動額合計 △10,810 227

当期末残高 15,154 15,382
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④【キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前当期純利益 589

減価償却費 515

貸倒引当金の増減額（△は減少） △994

賞与引当金の増減額（△は減少） △10

退職給付引当金の増減額（△は減少） △67

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △29

受取利息及び受取配当金 △4,283

支払利息 788

投資有価証券売却損益（△は益） △0

有形固定資産売却損益（△は益） 5

無形固定資産除却損 7

会員権売却損益（△は益） 3

定期預金の純増減額(△は増加) △1,000

有価証券及び投資有価証券の純増減額(△は増加) △12,273

営業貸付金の増減額（△は増加） △2,658

借入有価証券代り金の増減額（△は増加） △27,079

コールマネー等の純増減(△) 2,200

短期借入金の純増減額(△は減少) △79,570

コマーシャル・ペーパーの増減額(△は減少) △11,000

貸付有価証券代り金の増減額(△は減少) 555

貸借取引担保金の増減額(△は減少) △1,347

信用サポートローン担保金の増減額(△は減少) 990

長期借入金の増減額(△は減少) 9,400

その他 901

小計 △124,355

利息及び配当金の受取額 4,274

利息の支払額 △807

法人税等の還付額 140

営業活動によるキャッシュ・フロー △120,746

投資活動によるキャッシュ・フロー  

投資有価証券の取得による支出 △200

投資有価証券の売却による収入 9

有形固定資産の取得による支出 △9

有形固定資産の売却による収入 18

無形固定資産の取得による支出 △124

会員権の売却による収入 5

その他 6

投資活動によるキャッシュ・フロー △293

財務活動によるキャッシュ・フロー  

リース債務の返済による支出 △31

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △111

財務活動によるキャッシュ・フロー △143

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △121,183

現金及び現金同等物の期首残高 121,293

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  109
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    前事業年度においては、連結財務諸表作成会社であり、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりましたの

で、前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）のキャッシュ・フロー計算書については、記載

しておりません。 

  

  

【キャッシュ・フロー計算書について】

【重要な会計方針】

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券 

関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券 

関連会社株式 

……同左 

その他有価証券 

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの……同左 

時価のないもの……移動平均法による原価法 時価のないもの……同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっております。ただ

し、一部陳腐化の著しい有形固定資産については、見

積耐用年数によっております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。ただし、ソフトウ

エア（自社利用分）については、社内における見込利

用可能期間（５年）による定額法によっております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  

(3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

ものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

(3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産 

同左 

  

３ 重要な繰延資産の処理方法 

株式交付費 

 支出時に全額費用処理しております。 

――――― 

  

  

４ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 
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前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち

当期に負担すべき額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

 なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ

については、特例処理によっております。 

４ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・・借入金の利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(3）ヘッジ方針 

 リスク管理に関する内部規程及びリスク管理委員会

における承認に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リ

スクを一定の範囲でヘッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップにつきまして

は、有効性の評価を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

――――― ５ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び

現金同等物）には、取得日から３か月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値が変動するおそれのほとんどない手許現金、

要求払預金及び短期的な投資を計上しております。 

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事業

年度の期間費用としております。 

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

同左 
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【会計方針の変更】

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準等） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当事業年度より、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用

し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものについて

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響は、軽微であります。

――――― 

【表示方法の変更】

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

――――― （損益計算書）  

 前事業年度まで営業収益の「その他」に含めて表示し

ておりました「国債等債券売却益」（前事業年度201百万

円）は、営業収益の100分の10を超えたため区分掲記いた

しました。 

 また、前事業年度まで一般管理費の「その他」に含め

て表示しておりました「システム運用費」及び「機械使

用料」等のシステム運用・保守関連費用は、表示区分の

見直しを行った結果、「事務計算費」（前事業年度498百

万円）として区分掲記いたしました。  

2010/06/30 18:41:5709624429_有価証券報告書_20100630184120

- 57 -



  

【追加情報】

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

リーマン・ブラザーズ証券との取引清算状況 

 当社の取引先であったリーマン・ブラザーズ証券株式会

社（以下「ＬＢ証券」といいます。）は、平成20年９月16

日に東京地方裁判所に民事再生手続開始の申立を行い、同

裁判所は同月19日に開始を決定しました。これを受けて、

当社はＬＢ証券との現金担保付株券貸借取引（以下「本件

取引」といいます。）の清算に向けて協議を重ねた結果、

平成21年２月10日付けでＬＢ証券との間で合意書を締結す

るに至りました。 

 主な合意内容は次のとおりです。 

(1）本件取引は、ＬＢ証券が民事再生手続開始の申立を行

った平成20年９月16日付で解除されたこと、およびそ

れによって一括清算されたことを確認すること。 

(2）ＬＢ証券は、当社に対し、本件取引の対象となった有

価証券の売却損を損害額とする損害賠償債務を負担

し、かかる損害賠償請求権を再生債権と認めること。

リーマン・ブラザーズ証券株式会社との取引清算状況 

リーマン・ブラザーズ証券株式会社（以下「ＬＢ証券」

といいます。）との現金担保付株券貸借取引の清算により

取得したユーロ円建転換社債型新株予約権付社債につきま

しては、ＬＢ証券を通じリーマン・ブラザーズ・インター

ナショナル（ヨーロッパ）のユーロクリア口座に保護預り

されておりましたが、平成22年２月末までにすべての証

券、償還金及び利金の返還が完了しております。 

 なお、平成21年２月10日付でＬＢ証券との間で締結した

基本合意書に基づいた損害賠償請求権（再生債権）につき

ましては、引続き当社に対する弁済額等が明らかではない

ため、かかる損害賠償請求権は貸借対照表に計上しており

ません。 

(3）当社は、平成21年３月31日までに本件取引の対象とな

った有価証券（ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債

券＜以下「ユーロ円ＣＢ」といいます。＞を除く。）の

全てを処分すること。 

  

(4）当社は、一括清算によって、ＬＢ証券に対して、当社

が受け入れた有価証券の時価評価額である71,019百万円

と当社がＬＢ証券に差入れていた現金担保68,284百万円

の差額である2,735百万円の差額金返還債務を負担する

が、同差額金返還債務にかかる債権を受働債権とし、

(2）記載の損害賠償請求権を自働債権とする相殺が有効

であることを確認すること。 

  

 当社は、上記合意内容に基づき、ＬＢ証券との取引に係

る有価証券について、ユーロ円ＣＢを除き、平成21年２月

６日までに全て売却いたしました。これに伴う売却損益は

13,272百万円の損失となっており、この損失については上

記合意内容（2）に記載のとおり、ＬＢ証券による損害賠

償の対象となり、民事再生手続において一定の弁済を受け

ることになりますが、ＬＢ証券の再生計画提出期限が平成

21年５月15日に延伸されたことなどから、弁済額が明らか

ではないため、かかる損害賠償請求権は平成21年３月期決

算において計上いたしておりません。 

 この間、ユーロ円ＣＢにつきましては、ＬＢ証券を通

じ、リーマン・ブラザーズ・インターナショナル（ヨーロ

ッパ）のユーロクリア口座に保護預かりされています（現

在はニューヨークメロン銀行のユーロクリア口座において

委託管理されているとのことです。）が、現在同社の管財

人が返還に向けて確認作業等を行っており、これらの作業

等が完了すれば当社に確実に返還されるものと認識してお

ります。ただ、確認作業に必要な顧客からの情報提供等が

遅延しており、返還時期については確定しておりません。

なお、当事業年度末現在における貸借対照表に7,326百万

円を計上しております。 
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

※１ このうち ※１ このうち 

有価証券 百万円42,994

投資有価証券 百万円817

関係会社株式 百万円2

有価証券 百万円28,495

投資有価証券 百万円30,725

関係会社株式 百万円2

は日本銀行の即時決済に備え 百万円を担保とし

て、また日本証券クリアリング機構の現物取引清算基

金として 百万円を差入れております。 

41,993

1,820

はコールマネー（貸借対照表計上額 百万円）

の担保として 百万円を、日本銀行の即時決済に

備えた担保として 百万円を、日本証券クリアリ

ング機構の現物取引清算基金として 百万円を、

借入有価証券の担保として 百万円を差入れており

ます。 

1,900

1,999

54,732

1,512

978

２ 自由処分権を有する担保受入金融資産 ２ 自由処分権を有する担保受入金融資産 

受入担保有価証券の時価 百万円156,084

うち貸付有価証券 百万円4,582

うち再担保差入 百万円1,422

うち手許保管 百万円150,080

受入担保有価証券の時価 百万円230,720

うち貸付有価証券 百万円12,186

うち手許保管 百万円218,533

３ 消費貸借契約により借り入れている有価証券 ３ 消費貸借契約により借り入れている有価証券 

消費貸借契約による借入有価証券

の時価 
百万円152,786

うち貸付有価証券 百万円18,735

うち再担保差入 百万円64,896

うち手許保管 百万円69,155

消費貸借契約による借入有価証券

の時価 
百万円166,641

うち貸付有価証券 百万円13,468

うち再担保差入 百万円121,374

うち手許保管 百万円31,797

────── 

  

※４ 投資有価証券のうち消費貸借契約による貸付有価証

券の貸借対照表額 

755百万円

※４ 顧客向け極度貸付について極度額を定めておりま

す。 

 極度額総額及び貸付未実行残高は次のとおりであり

ます。 

※５ 顧客向け極度貸付について極度額を定めておりま

す。 

 極度額総額及び貸付未実行残高は次のとおりであり

ます。 

極度額総額 百万円2,296

貸付実行額 百万円1,247

貸付未実行残高 百万円1,048

極度額総額 百万円2,594

貸付実行額 百万円1,577

貸付未実行残高 百万円1,016
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。 

受取利息 百万円0

受取配当金 百万円115

受取賃貸料 百万円26

受取配当金 百万円25

受取賃貸料 百万円6

※２ 有形固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

※２ 有形固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物 百万円7

土地 百万円1,458

計 百万円1,465

土地 百万円5

※３ 有形固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※３ 有形固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物 百万円50 建物 百万円11

工具、器具及び備品  百万円0

計 百万円11
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前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 第一種優先株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。 

  

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 普通株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 普通株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株）  37,000  －  －  37,000

第一種優先株式（千株）  －  15,000  －  15,000

新株の発行による増加 千株15,000   

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株）  285,536  154,790  372  439,954

第一種優先株式（株）  －  －  －  －

自己株式の取得による増加 株153,300   

単元未満株式の買取りによる増加 株1,490   

単元未満株式の買増請求による減少 株372   

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  110  3 平成20年３月31日 平成20年６月26日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  109  3 平成21年３月31日 平成21年６月26日

平成21年６月25日 

定時株主総会 

第一種 

優先株式 
利益剰余金  0  0.03 平成21年３月31日 平成21年６月26日
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当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 普通株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株）  37,000  －  －  37,000

第一種優先株式（千株）  15,000  －  －  15,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株）  439,954  421  －  440,375

第一種優先株式（株）  －  －  －  －

単元未満株式の買取りによる増加 株421   

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月25日 

定時株主総会 

普通株式  109  3.00 平成21年３月31日 平成21年６月26日

第一種優先株式  0  0.03 平成21年３月31日 平成21年６月26日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月25日 

定時株主総会 

普通株式 利益剰余金  109  3.00 平成22年３月31日 平成22年６月28日

第一種 

優先株式 
利益剰余金  210  14.00 平成22年３月31日 平成22年６月28日
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（注） 前事業年度においては連結財務諸表作成会社であり、「２ 財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項（キャッシ

ュ・フロー計算書関係）」を開示していないため、前事業年度については、記載しておりません。  

  

  

（キャッシュ・フロー計算書関係）

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係  

  

    

 現金及び預金   百万円3,109

 有価証券   百万円28,495

 計   百万円31,605

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
百万円△3,000

預入期間が３ヶ月を超える 

有価証券  
百万円△28,495

 現金及び現金同等物 百万円109

  

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1）リース資産の内容 

・有形固定資産 

 本店ビルの建物であります。 

１ ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1）リース資産の内容 

・有形固定資産 

同左 

(2）リース資産の減価償却の方法 

 リース期間を耐用年数として、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。 

(2）リース資産の減価償却の方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料 

１年以内 百万円46

１年超 百万円273

合計 百万円319

１年以内 百万円46

１年超 百万円227

合計 百万円273
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当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

当社は、貸借取引業務（金融商品取引法第156条の24第１項に規定する業務）をはじめ、金融商品取引業者や

一般投資家に対する金銭の貸付業務及び金融商品取引業者等との間で行う現金担保付有価証券貸借取引等を主

たる業務としております。これらの業務に必要となる資金の調達に関しては、資金運用状況及び金融情勢の変

化に応じて長期・短期の資金バランスや調達手段の構成を調整するなど、安定的かつ効率的な資金調達を基本

方針とし、コールマネー及びコマーシャル・ペーパー発行による金融市場からの調達のほか、日本銀行の共通

担保資金供給オペレーション、銀行からの借入れ等により資金を調達しております。資金調達に係る金利変動

リスクのヘッジを目的にデリバティブ取引を利用することがありますが、投機的な目的でデリバティブ取引を

行うことはありません。また、当社は、主に取引関係の維持、拡大等を目的に取引先等の株式を保有している

ほか、一定の範囲内において預金、国債等による資金運用を行うものとし、保有国債等を資金調達の担保にも

活用しております。 

(2）金融商品の内容及びそのリスク 

当社の貸付業務等に係る貸出債権は、貸付先の倒産など信用状態の悪化によりその回収が不能となる信用リ

スクにさらされております。当社は、この信用リスクを削減するために、貸付けにあたっては担保として現金

又は有価証券を受け入れることとしており、貸付先に倒産等の信用事由が発生した場合等には、担保有価証券

を売却処分して貸出債権の回収を図ることとなります。 

担保有価証券については、金融・株式市場における市場価格が日々変動するため、その価格変動リスクを勘

案して一定の掛目を設けておりますが、市場価格が急落した場合には、担保有価証券の売却処分によっても貸

出債権の回収が困難になる場合があります。 

当社が自ら保有する有価証券は、主に株式と債券であり、それぞれ発行体の信用リスク及び市場価格の変動

リスクにさらされております。 

コールマネー、コマーシャル・ペーパー発行及び銀行からの借入れ等による資金調達においては、金融市場

の混乱及び当社格付けの格下げによる当社の資金調達力の低下等により、必要な資金が確保できなくなり、資

金繰りが困難となる流動性リスクのほか、金融市場における金利変動リスクにさらされております。金利変動

リスクについては、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジすることがあります。なお、ヘ

ッジ会計の方法等については、「重要な会計方針」中の「ヘッジ会計の方法」をご参照ください。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制  

当社は、経営の健全性と効率性を確保するため、リスク管理統括部署を設置し、全社的なリスクの状況を継

続的にモニタリングするとともに、経営陣を中心に構成するリスク管理委員会の協議を通じて、リスク管理態

勢の改善・向上を図っております。 

① 信用リスク管理 

貸付業務等においては、社内規程に基づき、個別案件ごとに与信審査、与信限度額の設定、担保有価証券

の適格審査及び問題債権の回収等を行っております。こうした個別の審査・管理とは別に、当社の信用リス

クの状況については、リスク管理委員会において毎月協議しております。この間、証券担保ローンの大口取

引については、顧客との直接的窓口である営業部門と担保有価証券の銘柄審査、担保処分等を行う管理部門

を分離し、不良債権の発生・拡大の抑制を図っております。なお、デリバティブ取引を行うにあたっては、

カウンターパーティーリスクに配慮し、相手先金融機関を選定しております。 

② 市場リスク管理 

当社は、資金運用基準に基づき、資金運用限度額及び損失限度を定めた上で、預金、国債等による資金運

用を行っております。その資金運用状況については、資金運用基準の遵守状況、評価損益の状況等を毎営業

日確認するとともに、リスク管理委員会において、市場リスクの状況を毎月協議しております。   

③ 流動性リスク管理 

資金調達面においては、大口資金の期日集中を避け、長期・短期の調達バランスを考慮した運営を行うと

ともに、調達手段の多様化、調達先の分散・拡充及び担保有価証券の確保など、資金繰りの円滑化に努めて

おります。そうした資金繰りの状況については、経営陣に対し、日次で報告するとともに、リスク管理委員

会においても、その状況につき毎月協議しております。 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することがあります。 

  

（金融商品関係）
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２ 金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）参照）。 

（※1）負債に計上されているものについては、（ ）で表示しております。 

（※2）営業貸付金のうち一般貸付金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。  

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1）現金及び預金 

 現金及び満期のない預金については、時価が帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、新規に預金を行った場合に想定される

預金金利で割り引いた現在価値を算定しております。 

(2) 有価証券及び投資有価証券 

 株式の時価は取引所の価格によっており、債券の時価は取引所の価格又は取引金融機関から提示された

価格によっております。なお、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関

係」をご参照ください。 

(3）営業貸付金 

 営業貸付金のうち、短期間で償還されるものについては、時価が帳簿価額に近似していることから、当

該帳簿価額によっております。それ以外のものについては、一定の期間・債権分類ごとに区分した貸付金

の元利金の合計額に信用リスクを織り込み、貸付利率で割り引いた現在価値を算定しております。 

(4）借入有価証券代り金 

 借入有価証券代り金は、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似していることから、当該帳簿

価額によっております。 

  
貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金  3,109  3,105  △4

(2）有価証券及び投資有価証券    

   その他有価証券  68,558  68,558 － 

(3）営業貸付金                  

   貸借取引貸付金  23,825  23,825 － 

   信用サポートローン  11,155  11,155 － 

   一般貸付金  42,490            

    貸倒引当金（※2）  △2,222        

   40,268  40,261  △6

(4）借入有価証券代り金  138,447  138,447 － 

(5）コールマネー （ ）12,200 （ ）12,200 － 

(6）短期借入金 （ ）213,800 （ ）213,800 － 

(7）コマーシャル・ペーパー （ ）1,000 （ ）1,000 － 

(8）貸付有価証券代り金  

   貸借取引貸付有価証券代り金 （ ）21,218 （ ）21,218 － 

   その他の貸付有価証券代り金 （ ）6,142 （ ）6,142 － 

(9）長期借入金 （ ）12,100 （ ）12,100  0
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(5) コールマネー、(6) 短期借入金、(7) コマーシャル・ペーパー及び(8) 貸付有価証券代り金 

 コールマネー、短期借入金、コマーシャル・ペーパー及び貸付有価証券代り金は、短期間で決済される

ため、時価が帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(9）長期借入金 

 長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態が借入

実行後大きく変化していないことから、時価が帳簿価額に近似していると考えられるため、当該帳簿価額

によっております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額

を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値を算定しております。 

(10) デリバティブ取引  

  デリバティブ取引に関する事項については、注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。 

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額 160百万円）及び非上場優先出資証券（貸借対照表計上額 200百万円）

は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極め

て困難と認められるため、「(2）有価証券及び投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

    (※)営業貸付金のうち償還予定額が確定していない債権646百万円は、上表に含めておりません。  

（注４）長期借入金及びその他有利子負債の返済予定額については、附属明細表「借入金等明細表」をご参照くだ

さい。 

  

（追加情報） 

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用してお

ります。  

  
１年以内

（百万円） 
１年超５年以内
（百万円） 

５年超 
（百万円） 

現金及び預金   105  3,000  －

有価証券及び投資有価証券       

 その他有価証券のうち満期

がある債券 
      

 (1）国債・地方債等  28,500  33,000  －

 (2）社債  －  3,000  －

 (3）その他  －  －  －

営業貸付金                  

(1) 貸借取引貸付金  23,825  －  －

(2) 信用サポートローン  11,155  －  －

(3) 一般貸付金  40,021  626  1,196

借入有価証券代り金   138,447  －  －

合計  242,056  39,626  1,196
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前事業年度（平成21年３月31日現在） 

１ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

関連会社株式 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。減損処理にあたっては、事業年度末における時価が

取得原価に比べ50％以上下落した銘柄についてはすべて減損処理を行い、30％以上50％未満の銘柄について

は、時価の回復可能性を勘案し、減損処理を行うこととしております。 

なお、当事業年度において、その他有価証券で時価のある株式について 百万円、社債について 百万円の

減損処理を行っております。 

  

３ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

４ 時価のない主な有価証券の内容 

  

（有価証券関係）

貸借対照表計上額 百万円12

時価 百万円382

差額 百万円370

区分 
取得原価

（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額

（百万円） 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1）株式  1,525  3,918  2,393

(2）債券  

国債、地方債等  12,999  13,003  4

社債  5,243  5,318  74

(3）その他  －  －  －

小計  19,767  22,239  2,472

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1）株式  920  766  △153

(2）債券  

国債、地方債等  29,993  29,991  △2

社債  4,485  3,941  △543

(3）その他  －  －  －

小計  35,399  34,699  △699

合計  55,166  56,939  1,772

476 577

売却額 百万円128,857

売却益の合計 百万円1,668

売却損の合計 百万円13,835

貸借対照表計上額
（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式  169

2010/06/30 18:41:5709624429_有価証券報告書_20100630184120

- 67 -



５ その他有価証券のうち満期があるものの決算日後における償還予定額 

  

当事業年度（平成22年３月31日現在） 

１ 子会社株式及び関連会社株式 

関連会社株式 

  

２ その他有価証券 

（注） 非上場株式（貸借対照表計上額 160百万円）及び非上場優先出資証券（貸借対照表計上額 200百万円）につ

いては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」

には含めておりません。 

  

区分 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超
（百万円） 

① 債券  

国債・地方債等  42,994  －  －  －

社債  2,064  6,631  564  －

② その他  －  －  －  －

合計  45,058  6,631  564  －

貸借対照表計上額 百万円12

時価 百万円689

差額 百万円677

   種類 
貸借対照表計上額

（百万円） 
取得原価
（百万円） 

差額
（百万円） 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1）株式  3,775  2,380  1,394

(2）債券  

国債、地方債等  12,205  12,185  20

社債  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  15,981  14,566  1,415

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1）株式  60  64  △3

(2）債券  

国債、地方債等  49,529  49,536  △7

社債  2,986  3,000  △13

(3）その他  －  －  －

小計  52,576  52,601  △24

合計  68,558  67,167  1,390
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３ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  

当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 期末残高がないため、該当事項はありません。  

  

（注） 前事業年度においては連結財務諸表作成会社であり、「２ 財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項（デリバテ

ィブ取引関係）」を開示していないため、前事業年度については、記載しておりません。 

  

  

（注） 前事業年度においては連結財務諸表作成会社であり、「２ 財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項（退職給付関

係）」を開示していないため、前事業年度については、記載しておりません。 

種類 
売却額

（百万円） 
売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

(1) 株式 － －  －

(2) 債券  

①国債・地方債等  171,402  488  －

②社債  4,533    433  156

  ③その他  －  －  －

(3) その他  －  －  －

合計  175,935  922  156

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制

度、退職一時金制度及び確定拠出型年金を設けており

ます。なお、制度別の設定時期は次のとおりでありま

す。 

  

① 退職一時金制度 昭和25年２月 

② 適格退職年金 昭和53年３月 

③ 確定拠出型年金 平成17年10月 

  

２ 退職給付債務に関する事項（平成22年３月31日）   

① 退職給付債務 百万円 △552

② 年金資産 百万円 244

③ 退職給付引当金（①＋②） 百万円 △308

  

３ 退職給付費用に関する事項（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

  

勤務費用 百万円△21   

（注）勤務費用には確定拠出型年金への掛金拠出額６百

万円を含めております。 

  

４ 退職給付債務の計算の基礎に関する事項 

 簡便法を採用しております。 
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産） 

① 流動資産 

未払事業税 百万円7

賞与引当金  34

貸倒引当金  959

その他  0

繰延税金負債（流動）との相殺  △11

計  990

  

② 固定資産 

役員退職慰労引当金 百万円97

退職給付引当金  152

貸倒引当金  472

繰越欠損金  5,166

その他  56

評価性引当額  △5,618

繰延税金負債（固定）との相殺  △327

計  －

繰延税金資産合計  990

  

（繰延税金負債） 

① 流動負債 

未収事業税 百万円△11

その他有価証券評価差額金  △0

繰延税金資産（流動）との相殺  11

計  －

② 固定負債 

その他有価証券評価差額金 百万円△718

繰延税金資産（固定）との相殺  327

繰延税金負債合計  △391

    

差引：繰延税金資産の純額  598

① 流動資産 

未払事業税 百万円7

賞与引当金  30

貸倒引当金  953

その他有価証券評価差額金  0

その他  0

繰延税金負債（流動）との相殺  △3

計  988

② 固定資産 

役員退職慰労引当金 百万円85

退職給付引当金  125

貸倒引当金  75

繰越欠損金  5,391

その他  53

評価性引当額  △5,417

繰延税金負債（固定）との相殺  △312

計  －

繰延税金資産合計  988

  

（繰延税金負債） 

① 流動負債 

未収事業税 百万円△3

繰延税金資産（流動）との相殺  3

計  －

  

② 固定負債 

その他有価証券評価差額金 百万円△564

繰延税金資産（固定）との相殺  312

繰延税金負債合計  △252

    

差引：繰延税金資産の純額  736

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 税引前当期純損失を計上しているため、記載しており

ません。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

（調整）  

評価性引当額 △34.0 

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.5 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△6.6 

住民税均等割  1.2 

その他 △0.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.2 
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前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 「１ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」における記載内容と同一である

ため、記載しておりません。 

  

当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。  

  

     当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

      賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

  

（追加情報） 

    当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11

月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号

平成20年11月28日）を適用しております。  

   

  

当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 関連当事者との取引 

  財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等  

（取引条件及び取引条件等の決定方針等） 

  上記取引は、市場価格を参考に決定しております。 

  

（企業結合等関係）

（賃貸等不動産関係）

（持分法損益等）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ 関連会社に対する事項 １ 関連会社に対する事項 

関連会社に対する投資の金額 百万円12

持分法を適用した場合の投資の金額 百万円848

持分法を適用した場合の投資利益の金額 百万円69

関連会社に対する投資の金額 百万円12

持分法を適用した場合の投資の金額 百万円937

持分法を適用した場合の投資利益の金額 百万円112

２ 開示対象特別目的会社に関する事項 

 当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。

２ 開示対象特別目的会社に関する事項 

 当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。

【関連当事者情報】

種類 会社等の 
名称又は氏名 所在地

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有

(被所有)
割合 

（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

関連会社 
㈱ＯＤＫソリ

ューションズ 

大阪市 

中央区  
 637

情報処理サ

ービス業務 
ソフトウエ

ア開発業務 

（所有） 

直接  

31.6

システム運用・
開発委託 
役員の兼任 

システム 

運用委託
 533 － －
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２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

  (1) 親会社情報 

    該当事項はありません。 

  

  (2) 重要な関連会社の要約財務情報 

 当事業年度において、重要な関連会社は株式会社ＯＤＫソリューションズであり、その要約財務諸表は以下

のとおりであります。 

  

（注） 前事業年度においては連結財務諸表作成会社であり、「２ 財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項（関連当

事者情報）」は開示していないため、前事業年度については、記載しておりません。  

  

  

  該当事項はありません。 

  

 流動資産合計 百万円2,452

 固定資産合計 百万円2,797

  

 流動負債合計 百万円743

 固定負債合計 百万円952

    

 純資産合計 百万円3,553

  

 売上高 百万円4,800

 税引前当期純利益金額 百万円605

 当期純利益金額 百万円358

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円332.45

１株当たり当期純損失（△） 円△375.07

１株当たり純資産額 円332.94

１株当たり当期純利益 円9.71

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり当期純損失の算定上の基礎 １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

損益計算書上の当期純損失（△） 百万円△13,735

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳   

第一種優先株式に係る優先配当金 百万円0

普通株式に係る当期純損失（△） 百万円△13,735

普通株式の期中平均株式数 株36,621,908

損益計算書上の当期純利益 百万円564

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳   

第一種優先株式に係る優先配当金 百万円210

普通株式に係る当期純利益 百万円354

普通株式の期中平均株式数 株36,559,768

（重要な後発事象）
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【株式】 

  

⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

（投資有価証券） 

その他有価証券 

㈱だいこう証券ビジネス  4,985,445  1,994

㈱大阪証券取引所  2,100  1,026

㈱りそなホールディングス  200,065  236

㈱三井住友フィナンシャルグループ  61,122  188

リテラ・クレア証券㈱  194,233  97

㈱みずほフィナンシャルグループ  527,650  97

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ  163,060  79

㈱大和証券グループ本社  139,428  68

野村ホールディングス㈱  84,448  58

みずほ証券㈱  139,595  41

その他 12社  597,565  106

計  7,094,711  3,996
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【債券】 

  

【その他】 

  

銘柄 券面総額（百万円） 貸借対照表計上額（百万円）

（有価証券） 

その他有価証券 

国庫短期証券80回  10,000  9,999

国庫短期証券95回  8,500  8,497

国庫短期証券59回  5,000  4,999

国庫短期証券84回  5,000  4,999

（投資有価証券） 

その他有価証券 

利附国庫債券（２年）290回  7,000  7,004

利附国庫債券（２年）289回  5,000  5,004

利附国庫債券（２年）291回  4,000  4,002

利附国庫債券（５年）87回  3,000  2,995

第２回野村證券㈱無担保社債  3,000  2,986

利附国庫債券（５年）67回  2,000  2,053

利附国庫債券（５年）66回  2,000  2,043

利附国庫債券（２年）288回  2,000  2,001

利附国庫債券（５年）64回  1,000  1,029

利附国庫債券（５年）68回  1,000  1,023

利附国庫債券（５年）82回  1,000  1,019

利附国庫債券（５年）83回  1,000  1,018

利附国庫債券（５年）69回  1,000  1,018

利附国庫債券（５年）80回  1,000  1,015

利附国庫債券（５年）79回  1,000  1,011

利附国庫債券（５年）88回  1,000  997

計  64,500  64,721

種類及び銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額（百万円）

（投資有価証券） 

その他有価証券 

（優先出資証券）  

 Shinsei Finance V Series A 

  

 20

  

 200
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（注） 有形固定資産及び無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」

及び「当期減少額」の記載を省略しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 
（百万円）

有形固定資産    

建物  －  －  －  335  251  13  83

工具、器具及び備品  －  －  －  604  454  69  150

土地   －  －  －  －  －  －  －

リース資産   －  －  －  273  39  39  234

建設仮勘定  －  －  －  －  －  －  －

有形固定資産計  －  －  －  1,213  745  122  468

無形固定資産    

ソフトウエア  －  －  －  2,142  1,201  399  941

ソフトウエア仮勘定   －  －  －  －  －  －  －

電話加入権  －  －  －  4  －  －  4

無形固定資産計  －  －  －  2,147  1,201  399  945

長期前払費用  －  －  －  －  －  －  －

繰延資産    

－  －  －  －  －  －  －  －

繰延資産計  －  －  －  －  －  －  －

【社債明細表】
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（注）１ 「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の決算日後５年内における１年ごとの返済

予定額の総額 

  

（注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額等であります。 

  

【借入金等明細表】

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

短期借入金  293,370  213,800 0.277 － 

１年以内に返済予定の長期借入金  －  － － － 

１年以内に返済予定のリース債務  34  36 6.433 － 

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。） 
 2,700  12,100 0.847 

平成23年６月30日～

平成26年４月30日 

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。） 
 251  215 6.433 

平成23年４月25日～

平成28年２月25日 

その他有利子負債    

コールマネー（１年以内）  10,000  12,200 0.083 － 

コマーシャル・ペーパー 

（１年以内） 
 12,000  1,000 0.150 － 

貸付有価証券代り金（１年以内）  26,804  27,360 0.060 － 

合計  345,160  266,712 － － 

区分 
１年超２年以内
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

長期借入金  3,100  3,000  3,000  3,000

リース債務  38  41  43  46

【引当金明細表】

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金  3,528  297  1,191  99  2,534

賞与引当金  77  67  77  －  67

役員退職慰労引当金  239  37  67  －  210
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資産の部 

① 現金及び預金 

  

② 営業貸付金 

  

③ 借入有価証券代り金 

  

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（百万円） 

現金   4

預金   3,105

当座預金  100  

普通預金  0  

定期預金  3,000  

振替貯金  5  

計   3,109

区分 貸付先 金額（百万円） 

貸借取引貸付金 ㈱ＳＢＩ証券他  23,825

信用サポートローン 楽天証券㈱他  11,155

一般貸付金 三田証券㈱他  42,490

計 －  77,472

区分 相手先 金額（百万円） 

貸借取引借入有価証券代り金 大和証券キャピタル・マーケッツ㈱他  11,415

その他の借入有価証券代り金 みずほインベスターズ証券㈱他  127,032

計 －  138,447
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負債の部 

① 短期借入金 

  

② 貸付有価証券代り金 

  

当事業年度における四半期情報  

 （注） 第４四半期（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日）の「１株当たり四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）」は、四半期純利益金額114百万円から普通株主に帰属しない金額（平成22年３月31日を基準日

とする第一種優先株式に係る優先配当金）210百万円を控除して算出しております。 

  

借入先 金額（百万円） 

銀行借入金  

㈱新生銀行  100,000

中央三井信託銀行㈱  31,000

㈱りそな銀行  15,000

日本銀行  14,700

㈱あおぞら銀行  11,000

その他  40,600

小計  212,300

その他の短期借入金  

信金中央金庫  1,500

合計  213,800

区分 相手先 金額（百万円） 

貸借取引貸付有価証券代り金 野村證券㈱他  21,218

その他の貸付有価証券代り金 セントラル短資㈱他  6,142

計 －  27,360

（３）【その他】

  
第１四半期

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

第２四半期
自平成21年７月１日
至平成21年９月30日

第３四半期 
自平成21年10月１日 
至平成21年12月31日 

第４四半期
自平成22年１月１日
至平成22年３月31日

営業収益（百万円） 1,403 1,192  1,337 1,193

税引前四半期純利益金額 

（百万円） 
149 168  156 115

四半期純利益金額（百万円） 124 170  155 114

１株当たり四半期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）

（円） 

3.41 4.66  4.24 △2.60
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（注） 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

(1）会社法189条第２項各号に掲げる権利 

(2）会社法166条第１項の規定による請求をする権利 

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

(4）株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

  

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

単元株式数 100株 

株式の名義書換え 

（第一種優先株式のみ） 

  

  

取扱場所 大阪市中央区北浜二丁目４番６号 ㈱だいこう証券ビジネス 本社証券代行部 

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜二丁目４番６号 ㈱だいこう証券ビジネス 

取次所 － 

単元未満株式の買取り・

買増し 
  

取扱場所 
（特別口座） 

大阪市中央区北浜二丁目４番６号 ㈱だいこう証券ビジネス 本社証券代行部 

株主名簿管理人 
（特別口座） 

大阪市中央区北浜二丁目４番６号 ㈱だいこう証券ビジネス 

取次所 － 

買取・買増手数料 手数料は無料です。 

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子

公告による公告をすることができない場合は、大阪市において発行される産業経済新聞に掲

載して行う。 

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであ

る。 

http://www.osf.co.jp 

株主に対する特典 

毎年３月31日現在における所有株式が500株以上の株主（実質株主を含む）に対し、クオカ

ードを次の所有株式数区分に応じて贈呈。 

500株以上1,000株未満 クオカード （1,000円券１枚） 

1,000株以上      クオカード （2,000円券１枚） 
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 当社には、親会社等はありません。 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

  事業年度 第95期（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 平成21年６月25日関東財務局長に提出 

  

(2) 内部統制報告書及びその添付書類 

  平成21年６月25日関東財務局長に提出 

  

(3) 四半期報告書及び確認書 

  第96期第１四半期（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 平成21年８月10日関東財務局長に提出 

  第96期第２四半期（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 平成21年11月10日関東財務局長に提出 

  第96期第３四半期（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 平成22年２月10日関東財務局長に提出 

  

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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           該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書   

平成21年６月25日

大阪証券金融株式会社 

  取締役会 御中 

  新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 山  田     晃  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 岡  本  髙  郎  ㊞ 

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている大阪証券金融株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計
年度の連結財務諸表、すなわち、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書について監査を行
った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表
に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること
を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、大阪証券金融株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日をもって終了する連結会計年度
の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。 

  
＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、大阪証券金
融株式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制
を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の
立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財
務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に
準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告
書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査
を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者
が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、
内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、大阪証券金融株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ
ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内
部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

以 上 

  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の監査報告書   

平成21年６月25日

大阪証券金融株式会社 

  取締役会 御中 

  新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 山  田     晃  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 岡  本  髙  郎  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている大阪証券金融株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第95期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、大阪証券金融株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

2010/06/30 18:41:5709624429_有価証券報告書_20100630184120



  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書   

平成22年６月25日

大阪証券金融株式会社 

  取締役会 御中 

  新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 山  田     晃  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 岡  本  髙  郎  ㊞ 

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている大阪証券金融株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第96期事
業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー
計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の
責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求
めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営
者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当
監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、大阪証券金融株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年
度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。 

  

＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、大阪証券金
融株式会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制
を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の
立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財
務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に
準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告
書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査
を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者
が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、
内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、大阪証券金融株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ
ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内
部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

以 上
  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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【表紙】

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月25日 

【会社名】 大阪証券金融株式会社 

【英訳名】 Osaka Securities Finance Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  堀田 隆夫 

【 高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

【縦覧に供する場所】 大阪証券金融株式会社 東京支社 

（東京都中央区日本橋二丁目15番３号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

2010/06/30 18:41:5709624429_有価証券報告書_20100630184120



 取締役社長堀田隆夫は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審議会の公

表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施

基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備

及び運用しています。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には

防止又は発見することができない可能性があります。 

  

 財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成22年３月31日を基準日として行われており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しました。 

 本評価においては、財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行った上で、その

結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しています。当該業務プロセスの評価においては、選定された

業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点に

ついて整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社の財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を

決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、

当社を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に

決定しました。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、当社を対象に企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として

貸付金、有価証券、借入有価証券代り金、コールマネー、借入金、コマーシャルペーパー及び貸付有価証券代り金に

至る業務プロセスを評価の対象としました。さらに、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要

な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への

影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しました。 

  

 上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断しました。

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３【評価結果に関する事項】

４【付記事項】

５【特記事項】
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【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月25日 

【会社名】 大阪証券金融株式会社 

【英訳名】 Osaka Securities Finance Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  堀田 隆夫 

【 高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

【縦覧に供する場所】 大阪証券金融株式会社 東京支社 

（東京都中央区日本橋二丁目15番３号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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 当社取締役社長堀田隆夫は、当社の第96期（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）の有価証券報告書の

記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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